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〈論文〉

わが国における自転車政策の成果と課題
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第 I章本研究の動機と目的

1 自転車政策の動向

(1) 自転車政策の背景

欧米では 1930年代から、日本では 1960年代から

始まったモータリゼーションの進展は、交通事故の

多発や温暖化、大気汚染、郊外へのスプロール化に

よる中心市街地の衰退など多くの問題を引き起こし

てきた。それでも依然として増加する自動車に対し

て、行政は、道路の新設や駐車場の整備といった需

要追従型の解決策により対応してきたが、これらの

施策はさらなる自動車の増加につながり、問題を深

刻化させた。さらにクルマ社会の進展は公共交通機

関の衰退を招き、自動車を利用できない人の社会参

加の機会を奪ってきた。

このため、 1980年代以降、欧米ではクルマ社会を

見直し、モーダルシフト(自動車から公共交通機関

や自転車への利用転換)を促すことにより、諸課題

を解決する気運が高まってきた。自転車交通に関し

ては、国レベルで自動車交通よりも優先させること

芝本和孝

を法令や交通計画等でしっかりと位置づけると同時

に、車道内における自転車専用レーンの整備など環

境整備を行い歩行者と自転車の安全確保しながら、自

転車の利用促進に努めてきた。歩行者や自転車、公

共交通機関を優先する交通体系を構築することによ

り、中心市街地に活性化にもつながり、都市交通の

あり方が注目されるようになったo

わが国の自転車保有台数は、 8，593万台 (2003)と

言われ、世界第l位の中国の40，976万台 (2006)、第

2位のアメリカの 12，000万台 (1998)に続いている。

国民ひとりあたりの保有台数にすると1.5人に 1台で

あり、保有率第1位のオランダの0.9人に l台に比べ

ても、世界のなかでも自転車保有率が高い国である1)。

しかし、わが国では、自動車を優先する意識が強く

モータリゼーションの進展によって自転車の事故増

加した際には、これまで車道を走行していた自転車

を歩道に上げることで解決してきた。また、地球温

暖化が国際的な問題となってきた 1990代後半には、

「地球温暖化対策推進大綱J(1998年)により自転車
の利用によるライフスタイルの見直しを提言してい

るものの、自転車を利用したいと思わせるような環

境整備を進めることはなく、自転車交通の位置づけ

も明確にすることはなく、駅前などの放置自転車の

増加を問題視し、自転車を都市から除去するにはど

うすれば良いかという考えが優先されていた。この

ように、わが国の自転車の利用環境の整備はまだ未

熟な段階にあると言わざるを得ない。したがってわ

が国では、現在においても自転車が歩道を走行する

ことが一般的である。しかし、近年になり自転車対

歩行者の事故件数が増加傾向に転ずるにおよび、ょ

うやく自転車の歩道走行が問題視されるようになっ

てきた。また、大都市よりも自動車への依存が高い

地方の中小都市においては、都心部の衰退や地域の

高齢化に対応する施策が必要となっており、海外の

事例に学び、自転車交通を含む都市交通のあり方が

ようやく見直され始めている段階にあるo

(2) わが国における自転車政策の動向

わが国では、 1960年代からモータリゼーションの

進展が始まり、昭和45年(1970年)には、交通事故

死者数がピークに達した。自転車乗用中の交通事故

死者数は全事故死者数の 11.6%を占め、政府は自動
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車と自転車の分離を検討し、同年「道路交通法」を

改正することにより、これまで車道通行が原則であっ

た自転車の歩道通行を可能にする措置をとった。こ

れにより、自転車の事故件数が減少したため、政府

は近年に至るまで自転車の歩道通行を容認してきた。

昭和50年代には、道路公害(自動車の騒音、排気ガ

ス汚染)が問題になるが、道路幅員の拡大、植樹帯

などの設置が行われたものの、自転車道を優先して

整備し、自転車利用の促進によって自動車の交通量

を減らすという意識は低かったに

昭和55年(1980年)には、「自転車の安全利用の

促進及び自転車駐車場の整備に関する法律jいわゆ

る「自転車法Jが制定されたD これは、増加する放
置自転車を解消するために、公共施設における駐輪

場の整備や放置自転車の撤去・保管に努めるよう定

めたものである。自転車保有率の高い日本では、当

時増加する放置自転車を問題視し、どうすれば都市

から自転車を少なくすることができるかという点に

力が注がれていた。

その後の昭和55年(1980年)から平成13年 (2∞l
年)までの21年間は、「自転車政策の空白の時代」と

言われている九平成10年(1998年)には「第五次

全国総合開発計画Jや「地球温暖化対策推進大綱Jで
環境保全の観点から自転車利用によるライフスタイ

ルの変換が提唱されたが、自転車レーンの整備等に

よる自転車の利用環境向上は進められなかった。

近年全般的に交通事故の件数は減少しているが、警

察庁がまとめた自転車関連事故の統計却によると、自

転車対歩行者の事故件数は平成13年 (2∞1年)に1.
807件、平成23年 (2011年)に2.801件と増加傾

向にある(図 1-1)。歩道内での歩行者と自転車の混

在を問題視した国土交通省と警察庁は、歩行者と自

転車の分離の必要性を認識した。同省庁は、自転車

交通の整序化や自転車関連の事故防止等を目的とし

て自転車通行環境の整備を推進するため、平成20年

に全国で98のモデル地区を指定し、部分的に自転車

走行空間の整備を行ってきたo 平成23年には、警察

庁が「自転車総合対策jを打ち出し、自転車は「車両」

であるという考えのもと、自転車の車道通行の周知

を開始した。さらに平成24年4月、国土交通省は自

転車走行空間の環境向上を図るため、交通政策に関

する有識者らによる「安全で快適な自転車利用環境

の創出に向けた検討委員会」を立ち上げ、「安全で快

適な自転車利用環境の創出に向けた提言jを作成し、

自転車走行空間の整備方法やネットワーク形成方法

について検討している九また、国土交通省の社会資

本整備審議会でも、「クルマ主役から歩行者や自転車、

クルマ以外の利用者を含めた安全で安心して共存で

きる環境の整備Jについて議論が行われている。以
上の動向を見るに、近年になり 2∞8年以降、ょうや

く日本においても、歩行者や自転車の安全を確保し

ながら、自転車を交通手段のひとつに位置づけ、自

動車から自転車への利用転換を促進するという政策

理念が形成されてきたと言えるo
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※警務庁『平成23年末自転車関連事故状況まとめJ[2011]より筆者作成

図1・1 自転車対歩行者事故件数の推移

(3) わが国における自治体の自転車政策の動向

自治体に目を移してみると、固と同じ流れを辿っ

ており、昭和55年(1980年)頃から、放置自転車を

解消するために、駐輪秩序を守らせる条例が制定さ

れ始めた。 1981年には、大阪府八尾市で「八尾市放

置自転車防止に関する条例J、東京都品川区で「品川
区の自転車等の駐車秩序に関する条例」が制定され

ている九放置自転車に悩まされた自治体にとっては、

これ以上自転車を増やしたくないという意識だけが

根付いてしまっていて、自転車の利用を促進すると

いう志向が欠落している点で欧米とは対照的である。

しかし、近年になりわが国の自治体においても、都

心部の衰退や公共交通機関の衰退、自動車渋滞、大

気汚染、地球温暖化などの課題が深刻化し、過度に

自動車に依存した社会がその原因ひとつとして挙げ

られ、その見直しが検討されるようになってきた。自

動車の利用を抑制させるため施策のひとつとして、自

転車利用への転換促進が挙げられ、自治体によって

は、自転車走行空間の整備をはじめとして、駐輪場

の増設やコミュニティサイクルの運営など総合的な

自転車利用に関する計画が策定され始めている。(図

1-2) 
栃木県宇都宮市は全国の自治体の中でも、比較的

早期に自転車を交通手段のひとつに位置づけた自治

体であり、平成 15年 (2∞3年)に「自転車利用活用
基本計画J、平成22年 (2010年)に「宇都宮市自転
車のまち推進計画Jを策定した。宇都宮市は、自転
車を交通手段のひとつに位置づけ交通体系を変える

ことを試み、自動車渋滞や環境保全、高齢化の進展

など地域課題の解決を図ろうとしている。これは、岡

市が平成20年 (2∞8年)に策定した「第5次宇都宮
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〈施策〉 〈目的〉

歩行者・自転車の安全確保

放置自転車の解消

二酸化炭素排出削減

中心市街地の活性化

健康増進

観光振興

・自伝車走行空間の盛備I草、歩行者・自伝.の安全確保、ニ量量化炭素倹幽削減.中心市街
地の活性化、健康泊進‘観光復興の目的につながる.

図 1・2 主な自転車政策とその目的(筆者作成)

市総合計画Jや平成21年 (20ω年)に策定した「宇
都宮都市交通戦略」で掲げた都市交通の将来像を実

現するために、目標、課題、施策を明確にしたもの

であるに富山県富山市は、環境保全を目的として、

平成23年(2011年)r富山市自転車環境利用整備計画J
を策定している。これは、岡市が平成17年 (2005年)

に策定した「富山市総合都市交通体系マスタープラ

ンJなどを上位計画にもち、戦略的に取り組む都市
交通施策のひとつとして位置づけているに石川県金

沢市は、歩行者の安全確保や中心市街地の回遊性向

上を目的として、同年「金沢市まちなか自転車利用

環境向上計画」を策定している。これは、岡市の平

成19年策定の「新金沢交通戦略Jや平成20年策定
の「金沢魅力発信行動計画J等に基づく「自転車利
用環境改善のためのトータルプラン」の位置づけを

有するに

2 自転車政策の課題

これらの自治体の総合的な自転車利用に関する計

画を見てみると、共通して対自転車事故の減少や歩

行者の安全確保を目的に掲げており、そのために自

転車走行空間の整備によって歩行者と自転車の分離

を図っているo その他、都心部の活性化や二酸化炭

素の削減、自動車渋滞の解消、大気汚染の防止、地

球温暖化対策なども、自転車の利用環境の向上を図

り、自動車から自転車への利用転換を促す自転車走

行空間の整備の目的に含まれる。ただし、具体的な

目的の設定は自治体が抱える課題によって様々であ

る。自転車走行空間の整備は、自転車利用に関する

計画のなかでも核になる施策であり、整備のあり方

によって歩行者や自転車の安全確保や自転車の利用

促進の創出に違いが出てくると思われる。そのため、

適切に自転車走行空間を整備することが重要になるo

自転車走行空間は、大別して4つに分類できる。自

転車道、自転車歩行者道(以下自歩道)、自転車専用

レーン(以下自転車レーン)、自転車走行指導帯である。

自転車道は、車道内に自転車の走行空間を確保し

たものである。歩行者・自転車・自動車は完全に分

離されており、相互間の接触の危険性は少ないが、自

転車道内では対面通行が可能なため自転車同士の接

触の危険性がある。

自歩道は、歩道内に自転車走行位置を明示(色分

けや柵、ポールの設置など)することにより自転車

の走行空間を確保したものであるo 自転車は、自動

車とは完全分離されているが、歩行者との共存であ

るため歩行者との接触の危険性はある。自歩道内で

は自転車通行位置が明示されていても、歩行者優先

が大前提であり、低速走行が原則であるため自転車

の特徴を活かせない走行空間であると考えられる。

自転車レーンは、車道内に自転車の走行空間を確

保したものである。自転車は、歩行者とは完全分離

されているが、自動車とは車道の左側通行を共有す

る形になっている。一見危険なようにも思えるが、古

倉 (2010)は、自転車事故の原因を調査しており、大

半が自転車の存在が認知されていない認知ミスによ

るものであり、車道左側を一方通行することが自転

車の事故に繋がりにくいと報告しているヘ自転車

レーンは、道路状況によっては、歩行者・自転車・

自動車の安全が最も確保することができ、かつ、自

転車の走行の快適性も保つこともできるため、整備

が推奨されるべき自転車走行空間である。事実、平

成24年に国交省が設けた「安全で快適な自転車利用

環境の創出に向けた検討委員会」が示した「安全で

快適な自転車利用環境の創出に向けた提言jも、今

後自転車走行空間を整備する場合、自転車レーンの

整備を最優先させている。

自転車走行指導帯とは、車道上に自転車の通行位

置と方向を示したものである。道路幅が狭く自転車

専用レーンが設置できないところでも設置が可能で

ある。自転車走行指導帯は、上記の他の3つの自転

車走行空間とは異なり、道路交通法上で明記されて

おらず、法定外の措置である。

平成20年に国土交通省により指定された全98モ

デル地区で整備された自転車走行空間の種類別構成

率(各種自転車走行空間km/本事業で整備された自

転車走行空間kmx 100)の内訳は、自転車道が11%、

自転車レーンが11%、自歩道が78%であり、ほとん

どが自歩道になっている。上記の自歩道の説明から

も分かるように、自歩道内での自転車の定行は、歩

行者との関係で快適性を保つことはできず、自転車

の特徴を活かすことができない走行空間となってい

る。また、自歩道や自転車道などとして整備された

自転車定行空間の中には、歩行者・自転車の特性に

配慮が不足した危険な設計のため利用されていない

走行空間も存在する。

例えば、東京都江東区亀戸の国道14号線に整備さ
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れた自転車道は、幅員が狭く対面通行が困難で、大

半の自転車が歩道を走行している状況であるヘ

第4章で後述するように、自転車利用環境の整備

に早期に着手した宇都宮市内の自転車走行空間の整

備状況と利用状況を実際に現場で見てみると、自転

車レーンは比較的長距離にわたり整備され、連続性

も保たれていたが、筆者がみた時間帯によるかもし

れないが、自転車レーンを利用している人の姿は見

られず、相変わらず歩道を走行する自転車が目につ

き、また、自転車レーン上の路上駐車も散見された。

自転車レーンが利用されていないから路上駐車をし

たのか、路上駐車があるから自転車レーンを利用し

ないのかは不明であるが、利用きれない原因は複数

絡んでいると思われる。宇都宮市の自転車政策担当

者の方にヒアリングを行うと、自転車レーンが整備

されているにもかかわらず、市民に自転車走行空間

を適正に利用されていない現状を課題として認識さ

れていた。

一方、同様に金沢市においても自転車走行空間は

整備されているo 中央小学校周辺には自転車走行指

導帯が整備されており、ここでは、自転車は歩道で

はなく車道に整備された自転車走行指導帯での走行

を促しているo 金沢市では、この自転車走行指導帯

を整備する際、 NPOが中心となり、市民とともに歩

行者や自転車の安全確保の対策について検討する

ワークショップを開催し、市民の意見を取り入れて

おり、また、整備後の対策として自転車走行指導帯

を適正に利用してもらうためにワークショップのメ

ンバーが中心となり、街頭指導を行っている川。こ

こでは、大半の自転車が車道に整備された自転車走

行指導帯を走行していると報告されている。金沢市

でも、実際に現場を見たが、自転車走行指導帯は長

距離にわたり、連続性を保ちながら整備されていた。

利用状況に関しては、歩道を走行する自転車も少し

は見られたが、大半の自転車は車道の左側を走って

おり、「歩道は歩行者のものJという認識が自転車利
用者に浸透しているという印象を受けた。

多くの自治体は、自転車走行空間を整備している

が、市民が利用したいと思えるような整備が必要で

ある。整備された自転車走行空間が利用きれなけれ

ば、整備の目的として掲げた歩行者・自転車の安全

確保や自動車からの利用転換による二酸化炭素の削

減などの効果は期待できず、自転車走行空間も無駄

なものになる。

自転車走行空間を有効なものとするためには、単

に自転車走行空間を整備するだけでなく、市民が利

用したいと思えるようにすることが重要であり、実

際に走行した際にその設計の細部における配慮が感

じられ、歩行者、自転車それぞれに対して安心して

快適な走行ができるものでなければならない。市民

の意見を収集し、整備に反映させることは、そのよ

うな意味でも重要であり、整備後の自転車走行空間

を適正に利用してもらうための対策にもつながるも

のであるo なお、これまで歩道を走行することが慣

習化してきた市民は、自動車の横を走行しなければ

ならない自転車レーンや自転車走行指導帯を利用す

ることに抵抗を感じるであろう。自動車に対する恐

怖心を無くし、市民に安心して利用してもらうため

には、市民参加の実証実験や、自動車の使用を抑制

するような交通政策も連携して実施する必要がある

と考えられる。

3 既往の研究

自転車政策に関する研究については、元田・宇佐美

ら (2∞8)は、これまで、日本において自転車道が整
備されてこなかった理由は、自動車を優先する国の強

い政策のもと、自動車優先の意識が道路交通に関する

法律に貫かれていると言われている凶。これに加えて、

古倉 (2010)は海外における自転車政策の事例を紹介

し、わが国の自転車走行空間の整備手法の問題点や、

交通計画における自転車交通の位置づけの暖昧さを

指摘している九また、屋井 (2印刷は、海外の自転

車走行空間を紹介し、どのような自転車走行空間を整

備すべきか、ネットワークを形成するにはどうすべき

か検討しているへそれには、都市マスタープランと

の整合性や市民やNPOなどの多くの主体の関与が必

要であると言っているo これらは、わが国において自

転車交通が浸透しなかった原因を指摘し、今後、発展

させるためにはどうすべきかの考察である。しかし、

自転車走行空間が利用されていない原因についての

検討はほとんどなされていなし、

交通政策に関する研究ついては、北村 (2001)を

始めとして、クルマ社会の見直しの必要性を主張し、

TDM (交通需要管理)施策を紹介するものが多いヘ

山中・小谷・新田 (2010)らは、海外の交通政策の

実施例を紹介しパッケージアプローチ(政策の連携)

の有効性を述べており、より効果的な交通政策を実

施するための方法を考察しているへまた、山崎・

伊豆原 (2∞9) らは、豊田市の郊外におけるコミュ
ニテイパスの運行の成功事例を取り上げ、成功の要

因は、住民が主役になり運行方針や運行内容を決め

たことによるものであり、主体的な市民参加が必要

ではないかと主張しているヘ

これらの研究では、政策策定過程や実施過程にお

ける市民参加や政策聞の連携、つまりは横断的な組

織の構築の必要性が論じられているo しかし、市民

参加や自転車政策と他の交通政策の連携が効果の創

出とどのような相関関係があるのかを分析するなど

の具体的な検証がなされていない。このため、政策

形成および実施段階それぞれに市民参加のシステム
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を導入するための根拠としてはなお極めて不十分で

あると思われる。

平成24年7月6日(金)に、科学技術館サイエン

スホールにて、一般社団法人交通工学研究会主催の

「安全で快適な自転車利用環境創出に向けてJという
講演会が開催された。ここでは、警察庁や国土交通

省の自転車政策担当者が、安全で快適な自転車利用

環境に向けての方針を発表し、加えて、複数の自転

車政策や交通政策に関する有識者(福山邦之:警察

庁交通局交通規制謀、室永武司:国土交通省道路局

環境安全謀、屋井鉄雄:東京工業大学、金利昭:茨

城大学、鵜沢静:東京都建設局道路管理部安全施設謀、

古倉宗治:三井住友トラスト基礎研究所)が、路面

標示の有効性や自転車利用のニーズの把握、日本の

自転車施策の体系と海外との相違から、わが国の自

転車政策の展望を考察している。

既往研究や上記講演会から全体として言えること

は、わが国の自転車政策は主に工学的な視点から考

察されてきており、市民参加などの実施体制面や政

策関の連携など政策学的側面からの議論は十分にな

されていないことである。

4 本研究の目的

本研究では、自転車走行空間の整備前後における

市民参加や自転車政策と交通政策との連携の有無が

自転車走行空間の有効利用と相関するはずであると

いう視点から、自転車走行空間の適正な整備方法と

それを有効利用する方法を考察する。さらに、これ

からの自転車政策の構築と実施においてどのように

すれば自転車走行空間の整備等の財政支出を無駄が

なく効果的なものとすることが出来るかを考察する。

すなわち、本研究では、既往研究の調査と考察に

より次の仮説を設定する。:r自転車走行空間の整備
前後における市民の主体的な参加および他の交通政

策との連携を図ることが、市民の自転車走行空間の

適正利用つながり、また、自転車利用者の増加につ

ながる。」地域の細かい道路事情、日常の自転車の利

用の条件(出発地、目的地、駐輪条件など)、あるいは、

その他の交通手段との関係から発生する問題点など、

細かい点についても把握しているのは、行政よりも

市民および住民であり、その道路を利用する自転車

通勤者や自転車通学者であるo 整備過程においては、

市民や自転車利用者などと一緒に検討する場を設け、

より具体的な意見を聞き取り、自転車走行空間に反

映させることで、市民のニーズに合う自転車走行空

間が創出され、整備による効果をより高めることに

つながると考えられるo整備後においても、単に行

政が独自に自転車走行空間の適正利用を啓発するだ

けでなし自転車走行空間が整備された地域の住民

や実際に利用する者を中心に新たな問題点を検討す

るほか、街頭指導などにより市民が適正利用を促す

側に立つことにより遵守意識や自転車の利用意識が

高まると考える。

上記仮説の検証のためには、以下のことを把握し

なければならない。まず、1)自転車走行空間を整備

している自治体が、市民の意見収集し、整備に反映

させてきたのか否か、意見収集にはどのような市民

参加の手段を講じているのか、 2)整備後に市民に適

正に利用してもらうためにアフターケアを行ってい

るのか、 3) 自転車政策と他の交通政策の連携が図れ

ているか、および、これと絡んで4) 自動車の利用を

抑制させる施策を行っているのか。 5) 自転車走行空

間の整備、および市民参加が、利用者数の向上、事

故率の減少などに効果を発揮したのか。

上記の3)4)について補足すれば、市民は潜在的に、

自動車が多く走っている車道を走行することに関し

て恐怖感を持っているはずであり、少しでも市民が

安心感を持って、自転車利用をするためには、自動

車の利用を抑制させるような施策も同時に行う必要

があるはずだからである。これらの現状把握により、

わが国における自転車政策の実施体制、実施状況の

課題も明らかにすることができる。

以上の事項の把握をもとに設定した仮説を検証する

ために、複数の自治体の事例について比較検討を行う。

5 本論文の構成

第 l章は、本研究の動機と目的について述べる。ま

ず、自転車政策の背景から自動車がもたらしてきた

弊害を認識し、自転車政策の実施の必要性を明らか

にする。わが国における国の自転車政策と自治体の

政策の動向を整理し、諸外国との自転車交通に対す

る意識の違いを確認しながら、これまでわが国にお

いて自転車交通が注目されてこなかった原因を解明

し、近年のわが国における自転車政策の課題につい

て言及する。既往の自転車政策や交通政策に関する

研究の整理を行い、本研究の目的を明確にし、最後

に仮説を設定する。

第2章は、仮説を検証するために採用する研究方

法を述べ、本研究の手順を整理する。仮説検証のため、

複数の自治体間で比較検討を行うが、まずこの研究

方法をとる理由や比較対象の自治体の選出理由を明

らかにし、自治体に対して行った「自転車走行空間

の整備に関するアンケート調査Jの内容を示し、ア
ンケートの質問内容の意図について言及する。

第3章は、まず、 12自治体に対して行った「自転

車走行空間の整備に関するアンケート調査Jを集計・
分析する。その集計と分析をもとに自治体聞の比較検

討を行い、自転車走行空間の整備における実施体制と

整備によ.る効果の有無に相関関係があるか否かを分析

する口また、宇都宮市と金沢市でのフィールドワーク
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による事例研究から各自治体の取り組みを整理し、最

後に設定した仮説を立証できるか否か確認する。

第4章は、「自転車走行空間の整備に関するアンケー

ト調査jの集計・分析や事例研究から明らかになった、

わが国における自転車政策の課題について整理し、わ

が国における自転車政策やまちづくりの展望につい

て考察する。

第5章は、本研究の成果と課題を整理する。

第E章本研究の方法

1 本研究の方法的構成

本研究では、以下の方法を採用する。

まず、自転車政策を実施している複数の自治体に

対して「自転車走行空間の整備に関するアンケート

調査」を実施し、また、アンケート調査とは別に、そ

れらの自治体に対し、自転車走行空間における整備

前後の対自転車事故件数を調査する。「自転車走行空

間の整備に関するアンケート調査」と対自転車事故

件数の調査をもとに、自治体関で比較検討を行い、市

民参加や政策の連携の有無が効果の創出に相関して

いるかを分析することとした(アンケートの対象と

選出理由、アンケートの調査内容と意図については

次節で説明する)。

次にアンケート調査からでは検討できないような

視点を得るため、事例調査として宇都宮市と金沢市

の整備状況を視察し、自治体職員、 NPO職員にお会

いしてヒアリングを行った。そして、これらアンケー

ト調査等と事例研究から、 1章4節で設定した仮説を

検証することとした。

最後に、本研究の過程から見えてきたわが国におけ

る自転車政策の課題と今後の展望について考察した。

2 r自転車走行空間の整備に関するアンケー卜調
査jの設計

(1 ) アンケート調査の対象の選出

平成24年8月に国土交通省が公表した「自転車ネッ

トワークの策定状況に関する調査についてjによると、

次の 12自治体は、自転車ネットワーク計画を策定済

み、若しくは現段階で検討中である:宇都宮市、前橋

市、高崎市、富山市、金沢市、豊橋市、岡崎市、姫路

市、福山市、高松市、松山市、大分市。静岡市など自

転車政策に熱心な都市もあるが、とりあえず上記12

自治体の状況がわが国における先進的なケースである

ことは論をまたない。そこで、先進的と考えられる自

治体の状況を把握すれば、わが国の現状と課題を考え

る重要な資料が得られるものと考え、アンケート調査

はこれらの自治体に対して行うこととした。

もちろん、少数の自治体に対して詳しく検討を行

う方法も考えられるが、それだけでは一般化的結論

を得るには不十分となるおそれがある。これら 12自

治体は、いずれも中核市で都市規模が比較的同等で

あり、これから自転車の利用促進を進めていこうと

いう共通の認識を持っている点でも、本研究の仮説

検証のための比較検討に適している。なかでも金沢

市は、先進的な事例であり、金沢市との比較を効果

的に行うことができるo また、宇都宮市、富山市、金

沢市、豊橋市、福山市、高松市、松山市、大分市は、

平成20年に国土交通省により実施された自転車通行

環境の整備に関するモデル地区事業において、モデ

ル地区にも選出されており、全国のなかでも早期に

歩行者と自転車の分離の必要性を認識していたと思

われる点で先進的であるといえる。これら先進的な

自治体は、データも有していると思われ、自転車政

策がどこまで進んでいるのか、市民参加で取り組ま

れているのかなど現状を把握する意味もあるo 中核

市のなかには、様々な都市形態が存在し、県庁所在

地や工業都市、観光地、地方都市なども含んでいる

ため知見の一般化にも適していると考える。

(2) アンケートの調査内容と意図

アンケートの調査内容は、大きく分けて次の4つ

に分類した:

1.自転車走行空間整備過程の市民との関わりにつ

いて、

n.自転車走行空間整備後の市民との関わりについて、
ill. 自転車走行空間の現状について、

w.自治体における他の交通政策の実施状況について
アンケートの回答方法は、 1 . n . wについては、選
択式を採用し、複数回答可とした。 Eについてはデー

タを数字で示してもらった。

r 1自転車走行空間整備過程の市民との関わりにつ
いて」においては、自転車走行空間の整備過程おい

て自治体が市民の意見を収集するために何か手段を

講じたのか、つまり、自転車定行空間の整備にどれ

だけ市民の意見が反映されているかを質問した。こ

こでは自転車走行空間の整備計画の策定過程におい

てワークショップやアンケート調査、パブリックコ

メントの受付を実施したか否かをはじめとして個別

に以下の項目について聞いた。ワークショップに関

しては、検討内容、運営・進行の主体、規模、回数、

参加者について質問をした。アンケート調査に関し

ては、調査内容やその対象について質問をした。パ

ブリックコメントに関しては、反映させられるコメ

ントを得られたのか否かについて質問をした。

rn自転車走行空間整備後の市民との関わりについ
てjにおいては、自転車走行空間の整備後、市民に

適正に利用してもらうために何か手段を講じている

のか、その際市民にも意識を変えてもらうために市

民と一緒になって行動しているのかを質問した。ま
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た、行政が自転車走行空間を整備しただけで終わっ

ていないかを確認する意味も持たせた。さらに、こ

こでは自転車走行空間の整備後ワークショップや街

頭指導を実施しているか否かをはじめとして個別的

な項目について聞いた。ワークショップに関しては、

検討内容、運営・進行の主体、回数、参加者につい

て質問した。街頭指導に関しては、街頭指導の内容、

実施主体、頻度について質問した。

を確認するために、整備前と整備後の自転車の台数

を計測した数値を示してもらった。以上の質問は、 I

における市民の意見の反映の有無と Eにおける整備

後の対策の有無、 Wにおける他の交通政策の実施の

有無が、皿における遵守率と増加率の高低に相関し

ているかを分析するために用いる。

im自転車走行空間の現状についてJにおいては、
市内における種類別の自転車走行空間の整備距離と

その整備箇所を地図に示してもらった。加えて、整

備された自転車走行空間において自転車がルールを

守って自転車の通行位置を走っているか(遵守率)を

確認するために、自転車の走行位置を計測した数値

(自転車走行領域の自転車台数と歩行者歩行領域の自

転車台数)を示してもらった。また、自転車走行空

間の整備により自転車の台数が増えたのか(増加率)

1. 自信車走行空間笹備過線の市民との関わりについて

iN自治体における他の交通政策の実施についてJ
においては、自転車走行空間が整備された地域にお

いて自動車を抑制するような交通政策も同時に行っ

ているかを質問した。車道に整備された自転車走行

空間を市民が恐怖感を感じること無く利用するため

には、自動車を少なくする政策も同時に実施する必

要があるo 本項は、自転車政策が他の交通政策との

連携が図れているかを確認する意味を持つ。

以上の項目について 12の自治体に対してアンケー

ト調査を行った。(図2-1)

自転車走行空間の懸備に閉するアンケート調査

平成24年 11月20日

【質問 11 量償It・.I!の簡に.市民の恵"を辰験さ世る疋め巴どのような手績を凋じられまし~1J'.

①ワークショッフを実施 ②?ンケートを実縄 ，盟傭It面積定纏にパフリックコメジトを受付

語:どれも行コていない @その他 I

{質問21盤備過砲I.:IJげるワークショップで陣どのようなことを償問されまレ疋1J'.0..固I!司〉
合ワークショップを実施レていない蝿倉健【質問61へ

②歩行雷、自躯・.自動・巴とョて危餓な11Mを把湿し‘盤備の盤11を僕a!l

②歩行省、自伝・‘自動・lことョて危"な燭所在割E姻レ、邸側曹ベき温mを償制

③自伝車利用者の日常ルートをlellレ‘値圏閣官ベ811所を積Ig

④その他[

[質問31ワークシヨッフの竃曾.自血行の主俸はどなだで曹か.(復獄図書司}

@市民 街音政聞鍋 ③冨耳障・a 蓮)NPO闘員 ⑤その他[

【質問4】ワークショップ賦‘いつ、どこで、どのような縛慢で、何回開催されましだか.(緬眼目憲司}

①市民全・を潤.1.:市白所・で .00人置:ー一一一一一人健慮、園叡;一一回 {早戚 毎 月~早成 毎 月〉

z勉区ごとに .加入.:一一一一一人程度、園叡;ー一回 {平成 毎 月~早成 毎 月〉

$その他

[質問51よIaワークシヨッフにIaζ金卓2盗塁が.00されましだか.(ロ侵略 口健測でも舗網で曹〈その1181Clロにチzック
を}】(%でなく、人叡で・いて頂いても161帽です)(鰐舗なデータが不明な渇舎は省いて頂いても絶倒です}

4小学笠[ %1 .2l申学隼( %1 ③高健筆[ %) ⑥夫学生[ %1 ⑤主鍋[ %1 .6;高齢醤[ %1 ②叡

聞縄・敏宵関係省[ %1 ⑮行illUl1II[ %1 ⑨曹司置・..[ %1 ⑩NPO職員[ %1 

"~1I131!鎗・小fI5.鋪111 %1 ぬパス・タクシー・運送..奮[ %1 ，)ゆその他( ) [ %1 

【質問 6) アンケートで肢と金g:~J;む三とI綱査しまレだか. (績叡回笛司〉

*1'ンケートをレていない燭81Cl(質問8)へ

(j)自信車利用琶の自宮崎ルートを胸責 f盟側11Mを機I!Iするだめ〉

雲市民が穆御申に危"と11じ~IIMを網直〈笹崎袋簡を償加する定め〉

3市震が穆働申に危餓と@じた蝿所を綱量〈蟹鋼彫思吾侵犯曹る定め】

容その他【

【質問7】?ンケート網竃Iaζ丞C.I盟盆五二行いまし疋か.(積叡回答司〉

①市民 ②自施・利用・ ③修行I!I 4'観光富 ⑤・禦醤 ⑮行政・.. ，~その他[
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【質問81パブリックコメント仁ついて

合実績されていない燭倉院【賢母参】ヘ

①コメントM集を反駁することが由来定:どのようなことへ?[ 

②貝像的に反餓さt宣るべきコメジトは得られなかっだ

自転車走行空間の種備に関するアンケート調査

平成24年 11月20日

11. 自信車走行空間整備後の市民との関わりについて(怠備が行われている個所について〉

【質問91.備後、重塁E自転車走行空間を適正に利用レてもらう定めに伺か手段をmじておられまTか.

①ワークショップと街頭鎗場を実施 ②ワークショッブのみ実施 ③街頭脂噂のみ実締

⑥どちらも行っていない ⑤その他[

【質問101彊備後におけるワークショップでほどのようなことを償制されましたか.(緬叡固笛司}

合ワークショップを実衡していない縄台lま[質問141ヘ

①歩行雷、自伝恵の安全を確保するにtlどうすべきかを倹釘

②多行申.自伝車利用φに危餓にeじたこと渇所の盤理‘マップ作成

③自伝直安全利用C調するガイドライツ等の作成

@痩療に自伝軍走行宮聞を走ってみる

⑤自伝牽走行空調の利用の仕方を俊樹

⑤その他【

【質問11 1ワークショップの量嘗‘遂行の主惇鼠どなたでT1J'.

①市民 ②行政.. 奇富宗署員 @:NPO.. ⑤その他[

【質問121ワークショッブは鍾宣銅憶されましたか.

.一一一回関西r<平成 年 月~寧成 年 月〉

【質問131主BGワークショッブに@どのような方が.1JDされまし廷か.(ロ.111 ロ縫測でち鑓備で，

〈その.81草口にチ:t~クを)) (%でなく‘人践で曾いて頂いてち節制EでT)(修舗なデータが不明な島倉隠省いて頂いても結縄で雪〉

①小学生[ %) ②中学生[ %) ③局後主主[ %) ⑥文学生( %1 ⑤主婦[ %J ⑥高射奮[ %1 ぐZ糠

闘偏・敏育関係書[ %1 ⑮行政.員[ %1 (9).".. ( %] ⑪NPO". [ %1 
⑪自曾重量・小売'鎌笥[ %) ⑫パス・タクシー・運送事E集者[ %] ⑩その他( ) ( %) 

【質問 141 街頭鎗型車で lël~金主主歪昼について指導しましたか. {複叡固笥可〉

合街頭指言語ーをしていない.8ほ【質問181へ

@泡伝・の利用の仕方を指事 ②自伝軍の走行位置を宿場 ③自伝曹の車道走行を鎗.

④その1t!I(



わが国における自転車政策の成果と課題

自転車走行空間の整備に閲するアンケート調宜

平成24年 11月20日

【質問 15)街頭指場の窒施主体はどなたですか.

⑦市民 f2)NPO鵬債 <3l割1M・a ⑨行政聞員 ⑤その他{

【質問 16) 街頭鱈導 lël.1主盟主血盟実施していま~か.

.1年間に 固.1J5

【質問17)街頭指濁のどのような売が・1JOされていますか.(口概略ロ継測でも範備で~(その燭台lël

ロにチェックを))(%でなく、人叡で・いて頂いてもe婦です)(I草舗なデータが不明な11含lel省いて頂いても範11です〉

①小学生[ %] ②φ学生[ %] ③高僧笠[ %] め大学生[ %) ⑤主鍋[ %] ⑮..寄[ %] ⑦叙

臓員・叙青銅係省[ %) ⑧行政関貧[ %] ⑥竃百~.員[ %] ⑮NPO臓員[ %) 

@êI~言集・小売'難者[ %】 ⑪円ス・タクシー・運送事着陸者( %] ⑮その他( ) [ %] 

111， 自拓事走行空間の現状について (以下の質問j巳1星空竺主ζ固雪主主 ~_\~2

【質問 18) 市内の自伝車走行空間の彊血盟主ilまいかがですか.また、~摘ですが、ご回答時点での市内盤備箇所を地図 lこ示

して添付して頂けますようお闘い⑤し上げます.

・自転車道[ m] -eI.ii・レーン( m) ・tT道内の分厳[ m) ・自伝車走行調書噂帯[ m) 

【質問19] @r鐙備区間での1日早簡の自伝車の走行台盟理と走行位置を計測しておられましだらお微え下さい.{計測区間敏ち

お毅え下さい.纏叡の燭台、合計812でご回琶下さbし}

-自転車道 区間叡 区間 (白紙車走行空間内〉 台

-自伝軍レーン 区間獄一一一区間 (eI.i.走行空問内〉一一一台 〈歩道内〉一一一台

(tT道内〉一一一一台

-t障道内の分11 区間叡一一一区間 (elti.走行領減} 一一一台 〈歩行奮歩行領~)一一台

-13転車定行指遡稽 区間敏一一一区間 (自伝・走行領!tl) ー一一台 (!T道内〉一一一台

-計測していない

【質問20]豊型車坦と盤備静止の白昼里担金eJJ!IJ)J1t療をE十測レておられまレTe.らお教え下さい.
〈計測区間敏もお叙え下さい.積敏の風合、合計台鍛でご回筆下さい.)

・自転車道 区間敏一一一区間 〈趨備前〉一一一台 〈益備後〉一一台

・自信事レーツ 区間敏一←一区間 (盤備前〉一一一一台 (整備後〉一一一色

・歩道内の分11 区間敏←一一区間 〈撞健前〉一一台 噂傭船一一台

・自伝事走行指自国帯 区間叡一一一区間 〈盤備前〉一一一台 【麗備後〉一一一台

-計測していない

IV， 寅自治体における他の交通政策実施状況について

自転車走行空間の躯備に関するアンケート調査

手成24年11月20日

【質問21]自信@走行空間の飽備区峨で、皇血旦の利用を仰制するだめの交通政策lël行っておられま~か.

{績獄図笛可)

①ロードフライシンク②パーク?ンドライド ③ザイクルアンドパスライド ⑥飴上駐車の厳罰1じ ⑤ゾーン30指定 ⑥パス専

用レーンの鐙置 ②カーシ'I.7'リング ⑮コミ2ニティパスの還包 ⑨LRT・路面亀阜の遺書自

⑩公共交通祖国闘を利用写ることによる精興付与 ⑪その他[

図2-1 r自転車走行空間の整備に関するアンケー卜調査J全文
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表 3-1 事例都市の概略

富山 豊橋 姫路 福山

総人口 421，953[人] 376，665[人] 536，270[人] 461，357[人]

総面積 1 241.85[k m] 261.35fkml 534.44fk m'l 518.1 Hkm 

15歳未満の人口(10) 55，872[人] 55，709[人] 80，093[人] 64，738[人]

15殺から64歳の人口(10) 260，790[人] 241，743[人] 338，884[人] 281，828[人]

65歳以上の人口(10) 102，601 [人] 75，780[人] 115，703[人] 105，858[人]

就業者数(05) 214，634[人] 194，236[人] 245，035[人] 222，655[人]

{也市区町への通勤者数(05) 21，853[人] 39.627[人] 56.563[人] 37.838[人]

l他市区町からの通勤者数(05) 43.356[人] 32.756[人] 68.494[人] 40，498[人]

製造事業者数(10) 37.655[人] 33.369[人] 44.670[人] 39.230[人]

卸売事業者数(07) 14.751[人] 10.837[人] 16.896[人] 14.350[人]

小売業者数(07) 27.344[人] 23.210[人] 34.731 [人] 29.170[人]

保育所園児数(09) 10β67[人] 8.685[人] 10，130[人] 11.071[人] ミナ
幼稚園児数(09) 4.291 [人] 4.295[人] 4.621[人] 4.523[人] と3:、
小学生徒数(10) 23，402[人] 23.023[人] 33，563[人] 27.250[人] 回

中学生徒数(10) 11.821 [人] 11.730[人] 17.127[人] 13.587[人]
(; 

高校生徒数(10) 12.352[人] 10.229f人1 14.944f人1 12.069f人1
tt 
」十

合計事業所数 7011 5124 8205 7252 むも

製造事業所数 815 841 1144 1347 E 

卸売事業所数 1618 1124 1651 1508 費?

小売事業所数 4578 3159 5410 4397 樹

保育所数 85 54 85 112 
事専

幼稚園数 43 29 57 53 
満容
ごう

小学校数 66 52 69 83 E尋
中学校数 28 23 39 42 湘

高等学校数 21 11 22 20 [γ 

大学数 4 3 4 2 描画

都市構造{図)

偽 J.)

. 、
]
(

{

)

。

(出典)富山市都市マスヲープラン、p37 {出典)豊橋市都市計画マス型ープラン平成23年ρ38 I (出典)姫路市自転車利用環境襲備基本計画、p7 (出典)福山市都市マスイPープラン平成20年、p30
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表3・2 各自治体の市民の意見収集手段

宇都宮市 前編市 高崎市 富山市 金沢市

①ワークショップを実飽

②アンケートを実施 。 。。

@パブリックコメントを 。 。
受付

@どれも行っていない 。

⑤その他・未回答 。

まず、自治体別に見てみると、宇都宮市と富山市

では、アンケートとパブリックコメントの受付の2

つの手段を講じている。その他の自治体は、手段は

異なるが、 1つの手段しか講じていなし、

次に手段別の自治体の実施数を見てみると、市民

の意見を収集する手段としてワークショップを実施

している自治体は、わずか1自治体(金沢市のみ)で

あった。採用されている手段として最も多いのはア

ンケートで、 5自治体が実施していた。どれも行って

いないと回答した自治体は、 l自治体(前橋市)であ

る。しかし、その他・未回答の5自治体のうち、宇

都宮市を除く豊橋市、姫路市、松山市、大分市の4

自治体はワークショップ、アンケート、パブリック

コメントをどれも実施しておらず、どれも行ってい

ない前橋市を合わせると、ワークショップ、アンケー

ト、パブリックコメントをどれも実施していない自

治体は半数弱の5自治体に及ぶ。

u) 自転車走行空間整備過程におけるワークシヨツ

プについて

整備過程においてワークショップを実施したのは、

11自治体のうち、金沢市のl自治体のみであった。

そこで、金沢市におけるワークショップでの検討内

容、運営・進行主体、規模、参加者などの詳細を表3

-3にまとめて示す。ワークショップでの検討内容は、

金沢市では計画の整備パターンに基づいて、市と警

察が現地調査を行い自転車走行指導帯の整備形態を

作成し、それをワークショップで確認するという流

れになっているo また、自転車走行指導帯以外にも、

ドライパーに対する補足標識の設置等を行っているo

このワークショップの運営・進行主体は、行政職員

。

豊繕市 姫路市 篠山市 高給市 総山市 大分市 検合計

。。 5 

2 

。。 。。5 

とNPO職員であった。規模と回数に関しては、地区

ごとに開催され、平成 23年7月から平成24年1月

の聞に4回実施されているo ワークショップには、計

33名の人が関わっており、主婦4人、高齢者(地域

町会長)9人、教育関係者4人、行政職員 3人、警察

職員 3人、 NPO職員 8人、地域街頭指導交通推進隊

2人が参加した。

ui)自転車走行空間整備過程におけるアンケートに

ついて

整備過程においてアンケート調査を実施したのは、

11自治体のうち、宇都宮市、高崎市、富山市、福山市、

高松市の5自治体である。

まず、この5自治体がアンケート調査で内容どの

ような内容を調査したのか、また調査内容ごとの自

治体数をまとめると表3-4のようになる。

自治体別に着目すると、宇都宮市と高松市はアン

ケート調査で3点のことについて調査を行っているo

宇都宮市の[④その他]に関しては、駐輪場やレン

タサイクルの利用目的を調査している。宇都宮市、富

山市、福山市は自転車走行空間の整備場所を検討す

るためにアンケ}ト調査を実施しているのに対し、高

崎市、高松市は自転車走行空間の整備場所の検討に

加えて、整備形態を検討するためにもアンケート調

査を実施しているo

調査内容別に着目すると、[①整備場所の検討のた

めに自転車利用者の日常ルートの調査]を行ってい

る自治体は、 5自治体のうち、高崎市を除く 4自治体

であるo [②整備場所を検討するために市民が移動中

に危険に感じた場所を調査]することは、 5つの全て

の自治体で実施されているo [③整備形態を検討する
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表 3-3 金沢市における自転車走行空間整備過程のワーク ショップ詳細

後討内容 々 i 詰 参加者

① 歩行者自転車・自動車にとって危険な場所を把握し、整備形態を検討 I I① 小学生

② 歩行者自転車自動車にとって危険な場所を杷握し、整備場所を検討 I② 中学生

③ 自転車利用者の日常ルートを把慢し、 整備すべき場所を検討 I③ 高校生

④ その他 I 0 I④ 大学生

4人

① 市民

② 行政職員

③警察職員

④ NPO職員

⑤ その他

⑤ 主婦 O
一
O
一
O
一
O
一
O
一
O 8人

⑥ 高齢者 9人

。 ⑦教職員教育関係者 4人

③ 行政職員 3人

。 ⑨ 警察職員 3人

⑩ NPO職員

⑪ 自営業・小売業者

⑫ パスーヲヲシー 運送業者

⑬ その他 。 2人

合計 33人

表 3-4 各自治体の自転車走行空間整備過程におけるアンケー卜調査の内容

宇都宮市 高崎市 富山市 福山市 高松市 横合計

① 自転車利用者の日常ルートを調査 。 。 。 。 4 
(整備場所の検討のため)

② 市民が移動中に危険と感じた場所を調査 。 。 。 。 。 5 
(整備場所の検討のため)

③ 市民が移動中に危と感じた場所を調査 。 。 2 
(整備形態の検討のため)

④ その他 。 1 

ために市民が移動中に危険に感じた場所]の調査は、

高崎市と高松市の 2自治体のみであり、整備場所と

整備形態を両方検討するために調査を行っているの

は高崎市と高松市だけであった。

次に、各自治体が以上の調査でだれを対象として

実施したのか、また、調査対象ごとの自治体数をま

とめると表3-5に示す通りである。

自治体別に分析すると、高崎市は [①市民]だけ

でなく、 [⑦その他]として高校生も対象としている

点が特徴的である。富山市は [①市民]のみを対象

としており、それ以外に明確に調査対象を定めてい

ない。福山市は、 [①市民]に加えて、 [②自転車利

用者]と [⑤事業者] も対象としている。高松市は、

5つの自治体のなかで対象が最も多く、福山市も対象

としていた [①市民]、 [②自転車利用者]、[⑤事業者]

に加えて[③歩行者]や[⑥行政職員]にもアンケー

ト調査を行っていることが特筆すべき点である。

調査対象別にみると、 [①市民]は5つの全ての自

治体が対象としている。[②自転車利用者]を対象と

している 自治体は3自治体あったが、 [①歩行者]を

対象としている自治体はわずか1自治体であった。[④

観光客]を対象としている自治体はなく、[⑤事業者]

や[@行政職員] など通勤者を対象としている自治

体も 2つしかない。



わが国における自転車政策の成果と課題 113 

表3・5 各自治体の自転車走行空間整備過程におけるアンケー卜調査の対象

宇都宮市 高崎市 富山市 福山市 高松市 横合計

①市民 。 。
②自転車利用者 。
③歩行者

④観光客

問事業者

問行政職員

⑦その他 。
iv)自転車走行空間整備過程におけるパブリックコ

メントの受付について

整備過程においてパブリックコメントを受け付け

たのは、 11自治体のうち宇都宮市と富山市の 2自治

体であるo 宇都宮市は、市民からのコメントを施策

の事業展開に反映させることはできたようであるが、

富山市は、具体的に反映させるコメントは得られな

かったという。

(2) r II自転車走行空間整備後の市民との関わりにつ
いてJの集計と分析
ここでは、整備された自転車走行空間を適正に市

。 。 。 5 

。 。 3 

。 1 

。

。 。 2 

。 1 

1 

民に利用してもらうために、事後対策を行っている

のか、整備しただけで満足していなし、か確認し、また、

アフターケア、事後対策の際、どのような実施体制

で行われているのか等の詳細についても検討をする。

i )自転車走行空間整備後のアフターケア・事後対

策について

11自治体が自転車走行空間整備後にアフターケア、

事後対策としてワークショップを行っているか、街

頭指導を行っているかを、表3-6に示す。

整備後においてワークショップを実施している自

治体は、 11自治中ゼロであった。街頭指導は、宇都

表3・6 各自治体の自転車走行空間整備後における適正利用のための啓発手段

宇都宮市 前繍市 高崎市 富山市 金沢市 豊橋市 姫路市 福山市 iIi絵市 松山市 大分市 機合計

①ワークショップ 。

②街頭指導 。 。。 。 。5 

③どちらも行って 。 。 2 
いない

問その他・未回答; 。 。。。 4 
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宮市、富山市、金沢市、高松市、大分市の5自治体

が実施している。

前橋市と松山市は、ワークショップと街頭指導ど

ちらも実施していない。高崎市のその他はサイクリ

ングマップ等で情報提供を行っている。なお、豊橋

市は計画が未完成のため、姫路市、福山市は本格的

な整備が終わっていないため、未回答となった。

u)自転車走行空間整備後の街頭指導について

整備後に街頭指導を行っている自治体は、 11自治

体のうち、宇都宮市、富山市、金沢市、高松市、大

分市の5自治体であった。

5つの自治体は、自転車走行空間を利用する自転車

利用者に対してどのようなことを指導しているのか

(指導内容)、街頭指導は誰が主体となり実施されて

いるのか(実施主体}、街頭指導は 1年間で何回実施

されているのか(実施回数)について、また、各自

治体の指導内容、実施主体、実施回数それぞれの自

治体数は表3-7に示す通りである。

まず、街頭指導の内容について自治体別に見てみる

と、宇都宮市は、[①自転車の利用の仕方]と[②自

転車の走行位置]について街頭指導を行っている。金

沢市は[②自転車の走行位置]と[③自転車の車道走

行]、[④その他]として自転車の二段階右折等につい

て街頭指導を行っている。宇都宮市と金沢市は複数の

事項について指導を行っているが、富山市や高松市、

大分市は、[②自転車の走行位置]について街頭指導

を行っているだけである。指導内容別に見てみると、

[②自転車の走行位置]の指導は5つの全ての自治体

で行われているが、[①自転車の利用の仕方]や[③

自転車の車道走行]については、それぞれ宇都宮市と

金沢市の lつの自治体でしか指導されていなし、

次に、実施主体については全ての自治体が、[④行

政職員]が主体となり実施している。金沢市のみ[③

警察職員]と[④行政職員]が連携して実施してい

る点が特徴的であった。

最後に、実施回数については、宇都宮市と金沢市、

大分市は 1年間に定期的に街頭指導を実施しているが、

富山市と高松市は、社会実験の期間や自転車走行空間

の整備後の特定期間のみ実施しているた、けであった。

ちなみに、宇都宮市は 1年間に2回、金沢市は1年間

に5回、大分市は 1年間に2-3回実施しているo

街頭指導の参加者について、 5つの自治体における

街頭指導で、どのような人が参加しているのか、また、

どのような参加者の構成率で実施されているのか表3

-8にまとめて示す(一部人数で表示)。

宇都宮市は、行政職員に加え、交通安全団体のほか、

高校生が参加しており、学生が街頭指導に参加して

いることが特筆すべきことである。参加者の構成率

として、行政職員が半数の50%を占めており、他に

高校生が30%、交通安全団体が20%という構成で行

われている。金沢市は、主婦、高齢者、教育関係者、

行政職員、警察職員、 NPO職員、街頭指導交通推進
隊が参加して実施しており、地域の多くの人が関わ

り街頭指導を行っていることが特筆すべき点であるo

参加者の合計は38人であり、主婦3人、高齢者5人、

教職員・教育関係者8人、行政職員3人、警察職員8

人、 NPO職員6人、その他街頭交通推進隊員5人と
いう構成で実施されている。高松市は、行政職員の

みで街頭指導を行っている。ちなみに富山市と大分

表3・7 各自治体の自転車走行空間整備後における街頭指導の内容・主体・期間

宇都富市 富山市 金沢市 高松市 大分市 横合計

①自転車の利用の仕方 。 1 

指導
②自転車の走行位置 。 。 。 。 。 5 

肉容
③自転車の車道走行 。 1 

④その他 。 1 

①市民 。
② NPO職員 。

実施
③警察膿員 。 1 主体

④行政臓員 。 。 。 。 。 5 

⑤その他 。

実施
①定期的 。 。 。 3 

期間
②特定期 。 。 2 
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表3・8 各自治体の自転車走行空間整備後における街頭指導の参加者

宇都宮市 富山市

①小学生

②中学生

③高校生 0(30%) 

④大学生

⑤主婦

⑥高齢者

⑦教臓員・教育関係者

⑥行政機員 0(50%) 

⑨警察臓員

⑩ NPO職員

⑪自営業・小売業者

⑪パス・タクシー・運送業者

⑮その他 0(20%) 

市は未回答であった。

(3) rm自転車走行空間の現状についてJの集計と分
析

ここでは、自治体における自転車走行空間の整備

距離の把握をした。自転車走行空間での自転車利用

者が自転車走行領域を走行しているのか、それとも

歩行者の歩行領域を走行しているのか、すなわち「遵

守率jについての調査、自転車走行空間の整備によ

り自転車の台数がどのように変化したのか、すなわ

ち「増減率」について調査を行い、 11の自治体の遵

守率と増減率、また整備後に効果の計測を怠ってい

金沢市 高松市 大分市 機合計

。
。
1 

。
0(3人)

0(5人) 1 

。(8人)
0(3人) 0(100%) 。
0(8人) 3 

0(6人) 1 

1 

。
0(5人) 2 

ないかを検討した。

i )自転車走行空間の種類別整備距離について

11自治体の自転車道、自転車レーン、歩道内の分離、

自転車走行指導帯の回答時点でのそれぞれの整備距

離は表3-9に示す通りであるo (自治体によっては、

県・国が整備したものも距離に含めている)

自転車が事故に遭いにくいと言われている車道の

左端を自動車と共有する自転車レーンと自転車走行

指導帯の整備状況に着目すると、自転車レーンが整

備されている自治体は、 11自治体のうち、宇都宮市、

金沢市、大分市の3自治体であった。自転車レーン

表3・9 各自治体の種類別自転車走行空間整備距離

宇都宮市 前橋市 高崎市 富山市 金沢市 豊橋市 姫路市 福山市 高総市 総山市 大分布

自転車道
12，200 1.0(OmC ) 
(m) 

自転車レーン 6.2(9m0 ) 6(0m0 ) 1.1(2m0 ) 

歩道内の分離
600 1，000 6， 200 2，150 700 14，38 1，500 4， 020 3， 400 2，400 700 
(m) (m) (m) (m) (m) (m) (m) (m) (m) (m) (m) 

自伝車走行指
5(4mC ) 

3， 800 1.0(OmC ) .帯 (m) 
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が最も長距離整備されているのは宇都宮市である。自

転車走行指導帯が整備されている自治体は、 11自治

体のうち前橋市、金沢市、高松市の3自治体であった。

自転車走行指導帯が最も長距離にわたり整備されて

いるのは、金沢市である。また、自転車レーンと自

転車走行指導帯が整備されているのは金沢市のみで

ある。表3-9からわかるように、現段階で主として

整備が進められている自転車走行空間の形態は歩道

内の分離であるといえる。

五)自転車利用遵守率と自転車台数増減率について

各自治体で整備された自転車走行空間において、自

転車利用者のどれだけが定められた自転車走行領域

を走行しているのか(遵守率)と、自転車走行空間

の整備により自転車の台数は増加したのか減少した

のか(増減率)を、自転車走行空間の種類別でまと

めると表3-10の通りである。

なお、遵守率、増減率は次式で、計算を行ったo

[道守率]=[自転車走行領域を走行する自転車の台数]/

[自転車走行領域を走行する自転車の台数+歩行者歩行

領域を走行する自転車の台数]x1∞
[増減率]=[整備後の自転車台数一整備前の自転車台数]

/[整備前の自転車台数]x1∞

11自治体のうち、自転車走行空間における遵守率

(自転車の走行位置とその走行台数)、増減率(整備前

後での自転車の台数)を計測している自治体は、前橋

市、姫路市、高松市、松山市の4自治体のみであった。

その他の7自治体は計測していなし、

まず、遵守率についてみると、前橋市では市内に歩

道の分離と自転車走行指導帯が整備されているが、市

内I区間の自転車走行指導帯においてのみ計測がなさ

れている(12時間あたりの数値)。これによると自転

車は476台が自転車走行領域を走行し、 593台が歩道

内を走行し、ここでの遵守率は45%となっているo

姫路市では、歩道内の分離のみが行われており、市内

4区間において計測がなされている (12時間あたりの

数値)04区間で計測された台数を合計すると、 2824

台の自転車が自転車走行領域を走行し、 892台が歩行

者歩行領域を走行しており、道守率は76%となる。

高松市では、自転車道、歩道内の分離、自転車走行指

導帯が整備されており、自転車道では l区間、歩道内

の分離では2区間、自転車走行指導帯では2区間で計

測がなされている(12時間あたりの数値)。自転車道

では、 2084台が自転車走行空間を走行し、 217台が歩

道内を走行しており、遵守率は91%となる。歩道内

の分離では、 2区間の合計で、 2681台が自転車走行領

域を走行し、 727台が歩行者歩行領域を走行しており、

道守率は79%となる。自転車走行指導帯では、 2区間

の合計で、 3577台が自転車定行領域を走行し、 677台

が歩道内を走行しており、道守率は84%となる。松

山市は、歩道内の分離がなされており、市内 1区間で

計測されている(1時間あたりの数値)0527台が自転

車走行領域を走行し、 322台が歩行者歩行領域を走行

しており、遵守率は62%となる。(表3-11)

次に、増減率をみる。前橋市では歩道内の分離に

関し 1区間で計測された。歩道内の分離の整備前は

表3・10 各自治体の自転車走行空間における自転車の遵守率と増減率

※1 太枠は各自治体で整備されている自転車走行空間を示す ※ 2 姫路市の自転車の増減率は2区間での計測値

宇都宮市 前編市 高崎市 富山市 金沢市 豊梅市 姫路市 福山市 高松市 松山市 大分布

自伝車道 91CJも

自転車レーン

計調

自遭伝守.皐の

あり

歩道肉の分自E 76% 79% 62% 

自伝車走行指導帯 45% 84% 

ー.............._............................-・・・・・・・・・・・・・・-・……・・ .............. ............. .............. .........•..... .............. ドーーーーーー.............. .............. 
計測していない 。 。。。。 。 。
白紙車道 249也滅

自転車レーン

自繍転減E巨率の

針あ測り

1121245%%滋2・歩道内の分費量 14%減 729也治

自転車走行指導帯 199也噌 20%減

-・・・・・・・・・・・・・ ・・・・・ー.................................... f--・E・-.............. ............... トーーーーーー-・・..............•.......... .............. 一 ............ー-.............. 
計測していない 。 。。。。 。 。
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899台であったが、整備後は 1069台となり、増減率

は19%増となっている。姫路市は、歩道内の分離に

おいて4区間で計測されている。 1区間目では、整備

前の台数を計測していないため、増減率は計測でき

ない。 2区間目では、整備前(平成23年)の台数は

1317台であったが、整備後(平成24年)の台数は

991台となり、増減率は25%減となっている。 3区間

目と 4区間目は同じ道路の両端に整備されたもので

あるため合計で増減率をもとめると、整備前(平成

22年)の台数は 2025台であったが、整備後(平成

24年)の台数は 1937台となり、増減率は4%減となっ

ているo 高松市において、自転車道では、整備前の

台数は3007台であったが、整備後は2301台となり、

ここでの増減率は24%減となっている。歩道内の分

離では、2区間の合計で整備前の台数は3947台で、あっ

たが、整備後は3408台となり、増減率は 14%減とな

る。自転車走行指導帯は、 2区間の合計で、整備前は

5311台で、あったが、整備後は4524台となり、増減率

は20%減となっているo 松山市において、 1区間で

の歩道内の分離における計測(1時間あたりの数値)

では、整備前は 502台であったが、整備後は864台

となり、増減率は72%増となっている。(表3-12)

表3・11 4自治体の種類別の自転車走行空間における自転車台数と遵守率

前橋市 姫路市 高松市 松山市

自伝車走行 2084 
91 (%) 

領. (台/12h)

自転車道 1区間

歩道肉
217 

9(%) 
(台/12h)

自伝領車繊走行 2824 
76(%) 

2681 
79(%) 

527 
62(%) 

{台/12h) {台/12h) {台/12h)

歩道内の
4区間 2区間 1区間

分調E

歩行領者由民歩行 892 
24(%) 

727 
21 (CIも)

322 
38(%) 

(台/12h) {台/12h) {台/12h)

自転車走行 476 
45(%) 

3577 
84(%) 

領血鹿 {台/12h) (台/12h)

自転車走行
1区間 2区間

指iI平野

歩道肉
593 

55(%) 
677 

16(%) 
(台/12h) {台/12h)

L一一一一一一一一一 L一一一ー

表3・12 4自治体の種類別の自転車走行空間における自転車台数と増減率

前橋市 姫路市 高松市 松山市

..前
3007 

(台ハ2h)

自転車道
24争色
1区間

減少

整備後
2301 
(台/12h)

1)[H23) 1317 

盤側削
899 {台/12h) 3947 502 

(台/12h) (2)[H22)2025 (1)25C1也 {台/12h) (台/1h) 

歩道肉の
{台/12h) 減少

19C1も
1区間 4区間

14Cj也
2区間

72Cj也
1区間

分画監 噌加
(2)4% 

減少 憎加

111(I台H2/41991 減少

.備後
109 12h) 3408 864 
(台112h) (2)[H24] 1937 (台/12h) (台ハh)

(台/12h)

.備前
5311 
{台/12h)

自転車走 20% 
2区間

行指揮事務 減少

.備後
4524 

(台/12h)
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4自治体の計測日は、以下の通りである。

前橋市:【遵守率] 平成24年5月17日(木)

{増減率] [整備前]平成22年10月26日(火)

7: 00 -19; 00 

[整備後]平成24年5月17日(木)

7 : 00 -19: 00 

姫路市:平成22年11月30日(火)7:00-19:00

平成23年12月7日(水)7:00-19:00

平成24年11月29日(木)7:00-19:00

高松市:自転車道、自転車走行指導帯における計測目、

時間帯は不明

歩道内の分離における計測

[遵守率]平成22年 9月9日(木)

7: 00-19: 00 

{増減率] [整備前]平成21年 11月4日(木)

7: 00 -19: 00 

[整備後]平成22年9月9日(木)

7: 00 -19: 00 

松山市:[遵守率}平成23年4月14日(木)

8: 00 -9: 00 

増減率に関する計測目、時間帯は不明

(4) nv自治体における他の交通政策の実施状況につ
いてJの集計と分析
ここでは、 11の自治体が、自転車走行空間の整備

地域で自動車の台数を抑制するためにどのような交

通政策を行っているのか、つまり他の交通政策と連

携が図れているのかを確認する。 11に自治体がどの

ような交通政策を実施しているのか、また、交通政

策ごとに実施されている自治体数をまとめると表3-

13の示す通りである。

まず自治体別に政策の実施状況を見てみる。松山

市は、[②パークアンドライド]、[③サイクルアンド

パスライド]、[⑤ゾーン 30の指定]、[⑨LRT・路面

電車の運営]、[⑩公共交通機関利用による特典付与]

の5つの施策を実施しており、 11の自治体のなかで

最も多くの施策を実施している。宇都宮市の特有の

施策としては、その他としてモピリテイ・マネジメ

ントやパスの利用環境の整備などを行っている。[⑥

パス専用レーンの設置]は、 11自治体のなかでも金

沢市だけに特有の施策である。高崎市、富山市、高

松市、大分市には該当する施策はひとつもない。

つぎに施策別に見てみる。最も多く実施されてい

る施策は、[⑧コミュニティパスの運営]であり、 4

自治体が実施しているo 次に多く実施されている施

策は、[②パークアンドライド]と[③サイクルアン

ドパスライド]で、それぞれ3自治体で実施されて

いるo [①ロードプライシング]、[④路上駐車の厳罰

化]、[⑦カーシェアリング]など選択肢のなかでも

比較的自動車の利用を厳しく制限する施策はまだど

の自治体でも実施されていなし、

表3・13 各自治体の他の交通政策の実施状況
※姫路市のパークアンドライドは計画中のためム、横合計には含めず

字書E宮市 前橋市 高崎市 富山市 金沢市 盛編市 姫路市 舘山市 高総市 法山市 大分市 繍合計

間ロードプライシング 。
降パークアンドライド 。 。 t込 。 3 

ゆサイクルアンドパスライド 。 。 。 3 

陣路上駐車の厳罰化 。
国ゾーン30の指定 。 。 2 

問パス専用レーンの阻 。 1 

防ヵーシェアリング 。
ゆコミュニティパスの運営 。 。。 。 4 

陽町・路面電車の運営 。 1 

順る特公典共付交与通機関の利用によ 。 1 

その他1 。
その他2 。 3 

その他3 。
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3 比較検討

ここでは、自転車走行空間の整備に関するアンケー

ト調査の集計と分析をもとに、事例都市聞で比較を

行い、自転車走行空間の整備過程や整備後における

市民参加の有無や他の交通政策の連携の有無が自転

車走行空間における自転車の道守率や増減率、事故

件数などの効果の大小と相関しているのかを検討す

る。最後に、 l章4節で定めた「自転車走行空間の整

備前後における市民の主体的な参加および他の交通

政策との連携を図ることが、市民の自転車走行空間

の適正利用つながり、また、自転車利用者の増加に

つながるJという仮説の検証を行う。
この相関関係の分析を行うために 11自治体の自転

車走行空間の整備に関するアンケート調査の回答を

もとに、各自治体に点数を付けると表3-14の通り

になった。遵守率や増減率が何と相関しているのか

11自治体の点数表から考えてみるo

表3・14 11自治体の点数集計表その 1

※1 1項目該当につき l点とする。
※2 11自転車走行空間整備後の市民との関わりにおける街頭指導の定期的の項目については2点とする。

宇都宮市 前編市 高崎市 富山市 金沢市 .綿布 姫路市 福山市 高松市 松山市 大分布

危険怠場所杷燈(形態)

危験な渇所偲W<場所)
肉容
日常ルート偲橿{場所)

その他 。
市民

行政.員 。
運営

..蛾員
主体

NPO聡員 。
その他

市民会員を対象
線犠

ワ
地区ごとに 。
小学生

シク
中学生

ヨ
‘3 高級生
プ

大学生

主鋤 。
高齢者 。

参加者 4駐車庫員・教育関係者 。
行政臓員 。
讐..員 。

の NPO.員 。
市民と 自営象・小売象者

わの関り

パス・タクシー・運送業者

その他 。
IJ、針 11 

つ
日常ルートを調査(場所) 。 。 。 。

し、

て 危険な繍所を闘査{場所) 。 。 。 。 。
調内査容
危険な泊所を鴎査{形態} 。 。

その他 。
市民 。 。 。 。 。

ア
J ‘ 自伝.利用者 。 。 。

歩行者 。
ト
鯛対査象 観光客

事業者 。 。
行政聴員 。
その他 。
IJ、計 5 4 3 5 8 

/~ コメントを反映することが出来た 。
ブ
反映させるコメントを得られなかった 。

コ
メ 小針
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表3・14 11自治体の点数集計表その2

宇都宮市 前編市 高崎市 富山市 金沢市 盛綱市 姫路市 福山市 高松市 総山市 大分市

自転車の利用の仕方 。
指肉a軍，事

自伝車の走行位置 。 。 。 。 。
自伝耳障の車道走行 。
その他 。
市民

NPO.. 

実主体範 讐.・E員 。
行政.. 。 。 。 。 。
その他

実期施間
定期的 。 @ @ 

特定期 。 。
街頭尋指

小学生

中学生

高後生 。
の関わり

大学生

主婦 。
高験者 。

つ
多加者 教11員・敏宵関係者 。

い
て

行政・員 。 。 。
..・E員 。
NPO.員 。
自省.・小売象者

パス・タクシー・運送象者

その他 。 。
小針 8 3 14 4 4 

ロードプライシング

パークアンドライド
。 。 d.計画中 。

サイクルアンドパスライド
。 。 。

E冒 路上駐車の厳罰化
他 。の ゾーン30の指定 。
支蓋唱‘邑

パス専用レーンの段置
。

カ-~Zアリング

コミュニティパスの遭.
。 。 。 。

E 日T・路面電車の運曾 。
公共交通健闘の利用による特典付与 。

-っ
その他1
。

い
て

その他2
。

その他3
。

1I、tt 4 3 4 5 

合計 18 3 4 7 29 。 6 12 5 4 

自伝車道 12，200m I，OOOm 

自伝E匝レーン 6，290m 600m 1，120町

歩道肉の分. 600m I，OOOm 6，200m 2，15Om 700m 14，38Om 1，500聞 4，020m 3，400m 2，400m 700則

E 自転車走行指.. 540m 3，800m I，OOOm 

f室岡伝-a自寺E 

自転.道 91も

計あ測り
自伝E巨レーン

遵守事 歩道肉の分. 16¥ 19¥ 62¥ 

自転車走行指導得 45'也
84‘ 

現の状
計測なし 。 。 。 。 。 。 。

'? 
自転車道 24'16滋

い 自伝車L戸ン
て

量あf刻り
当首滋事 歩道内の分. 《t1z}M25嶋%2sEa 14'16. 72'16僧

自伝.走行指海軍悟 19'1611 20'16滅

計測なし 。 。 。 。 。 。 。
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計測方法に関して条件(整備場所、時期、時間帯

など)が統ーされていないため、正確性や公平性に

は欠けるが、遵守率や増減率について計測できてい

る前橋市、姫路市、高松市、松山市の4自治体に焦

点を当て、自転車走行空間の整備における実施体制

などと道守率や増減率の相関関係を分析していく。

まず、姫路市、高松市、松山市の歩道内の分離に

おける道守率と増減率に着目する。遵守率に関して

は、高い順に高松市の79%、姫路市の76%、松山市

の62%となっている。増減率に関しては、松山市の

72%増加、高松市の14%減少、姫路市の25%減少と4%

減少の順となっている。

次に、前橋市、高松市の自転車走行指導帯におけ

る道守率や増減率に着目する。遵守率に関しては、高

松市が84%、前橋市が45%で圧倒的に高松市の方が

高くなっているo 増減率に関しては、前橋市は 19%

増加しているのに対し、高松市は20%減少している。

前橋市、姫路市、高松市、松山市の4自治体の点

数をみてみる。各自治体の総計は、前橋市が3点、姫

路市がO点、高松市が12点、松山市が5点となって

いる。この総計から考えられることは、 12点で4自

治体のなかで最も点数が高い高松市が、遵守率も他

の自治体に比べると高いということだけである。

では、 4つの各自治体の分類ごとの点数を確認する。

I自転車走行空間整備過程の市民との関わりにつ

いてのアンケートの項目における小計は、高松市が8

点であるのに対し、他の前橋市、姫路市、松山市はO

点である。

H自転車走行空間整備後の市民との関わりについ

ての街頭指導の項目における小計は、高松市が4点

であるのに対し、他の前橋市、姫路市、松山市はO

点であるo

町他の交通政策の実施状況についての項目におけ

る小計は、前橋市が3点、松山市が5点であるのに

対し、姫路市、高松市はO点である。

つまり、この分類別の点数から考えられることは、

高松市は、自転車走行空間整備過程におけるアンケー

ト調査や自転車走行空間整備後の街頭指導を行って

いるのに対し、前橋市や姫路市、松山市ではこれら

のことは行われていない。一方、前橋市や松山市は

自転車走行空間の整備区域内において複数の交通政

策を実施しているのに対し、姫路市や高松市は実施

されていなし、

各自治体の遵守率や増減率と分類別の点数を照ら

し合わせると、整備過程におけるアンケート調査の

実施や整備後の街頭指導の実施と遵守率には正の相

関関係があり、整備区域内における他の交通政策の

実施と増減率には正の相関関係があることが考えら

れる。(表3-15)

表3・15 4自治体の点数と遵守率・増減率の相関関係

前橋市 姫路市 高松市 松山市

1 • n.IVの総計 3 。 12 5 

Iのアンケートの小計 。 。 8 。

Eの街頭指導の小計 。 。 4 。
-・・・・・・・・・・・・・・・田・・・・・・・--- -・・・園田・・・・・・・・・・・・・・・----

W他の交通政策の小計
E E 

3 

' ' 
。 。 ' ' 5 

' E ' 

----ーー圃同ーーー-・・ーーーーー ・・ーー・・・・・ーーーーーー・・ーーーーーーー 』・ーーーーーー----.トー・・・・・・・・・ーー・・・・ー -・・・・・・・・--------

歩道内の分離 76% 79% 629も

遵守率

自転車走行指導帯 45~色 84% 

-・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・-_.圃・

歩道内の分離 (1 )25%減
14%滅

' ' 
72%増 ' ' (2)4%減

増滅率 ----------- ーーーー田・ーーーーー・

自転車走行指噂帯 1a ・・・ 19%~増・剛幽幽且l 20%減
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この一連の分析から考察を加える。自転車走行空

間の整備区域内における他の交通政策は、車道を走

行しなければならない自転車利用者に対して自動車

の恐怖心を無くし、車道走行の抵抗感を低くするた

めに有効であると思われるが、松山市は、自転車走

行空間の整備形態として歩道内の分離のみであり、自

転車は車道を走行するわけではなく、依然として歩

道を走行している状態であるため、松山市の交通政

策が自転車利用者の車道走行に対する恐怖心を無く

すことにどれほど影響が働いているかは分からない。

一方、前橋市の数値からみるに、他の交通政策の実

施により、少なくとも恐怖心を取り除くことの一定

の効果があると見ることもできる。両自治体の数値

から考えられることは、他の交通政策の実施と増減

率に正の相関関係がある要因として、交通政策を実

施することで、市民に自動車利用を控えようという

意識が醸成されているのではないかということであ

る。

次に、高松市の自転車走行指導帯の道守率の高さ

は注目すべき点である。自転車走行指導帯は車道に

整備されるため、これまで歩道走行が一般的になっ

ていた日本において、いきなり自転車走行指導帯を

走行することには抵抗があると思われるが、高松市

においては、 84%もの自転車利用者がルールを守り

自転車走行指導帯を走行している。上記から考えら

れることは、自転車走行空間整備過程におけるアン

ケートや整備後の街頭指導は有効に働いているかも

しれない。

自転車走行空間の整備区間における整備前後の対

自転車事故件数についても、 11自治体に対して調査

したo 前橋市と大分市から回答を得た。自転車事故

に関して、軽度のものは警察に届けないこともあり、

把握している対自転車事故件数に信惣性がなく、比

較検討の際、正確性、公平性に欠けるという意見も

あるが、本研究ではこのような意見も考慮にいれ比

較検討を行う。まず、前橋市と大分市の自転車事故

件数と分類別の点数を照らし合わせてみる(表3-

16)。
以上の表から、前橋市と大分市を比較検討してみ

ると、前橋市からは、自転車走行空間の整備過程、整

備後において市民との関わりがなくても、対自転車

事故が減少していることが確認できた。

遵守率と増減率データのある高松市以外の3自治

体では、整備過程におけるアンケートや整備後にお

ける街頭指導は行っていない。対自転車事故件数を

用いた分析については、前橋市と大分市の2自治体

聞の比較しかできない。また、自転車走行空間の整

備過程においてワークショップを行っている金沢市

やアンケートを実施している宇都宮市、高崎市、富

山市、福山市、整備後において街頭指導を行ってい

る宇都宮市、金沢市、大分市は遵守率や増減率など

の計測を行っていない。そのため、現状のデータだ

けでは、自治体におけるワークショップ、アンケー

ト街頭指導の詳細の相違から遵守率や増減率の高低、

対自転車事故件数の相関関係を分析することができ

ず、具体的にアンケート調査の方法やワークショッ

プや街頭指導でどのような体制で行うべきかなどに

ついては、残念ながら明言することができない。

表3-16 2自治体の点数と対自転車事故件数の相関関係

前橋市 大分市

1 • n.wの総計 3 1 • n.wの総計 4 

Iのアンケート小計 。 Iのアンケート小計 。
Eの街頭指導の小計 。 Eの街頭指導の小計 4 

Wの小計 3 Wの小計 。
同園圃圃ーーー・圃・・・・ーーーー田 圃圃園田園・ーーーー----圃圃圃-.ド・・・ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー圃園田園圃・ーーーーーーーーー
平成20年3月ー

5件 平成20年 3件
平成23年2月

平成23年3月 自転車走行指導帯整備 平成21年 2件

平成23年3月旬
2件 平成22年 自転車レーン整備

平成24年10月

平成22年 0件

平成23年 0件
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4 事例研究

アンケートに加え、宇都宮市と金沢市で現場の視

察と担当者に対するヒアリングを行った。「自転車走

行空間の整備に関するアンケート調査」の結果から、

宇都宮市は自転車レーンが最も長距離にわたり整備

されている点が特徴的である。ill自治体の点数集計
表」から、金沢市は i1自転車走行空間整備過程の

市民との関わりについて」と iII自転車走行空間整
備後の市民との関わりについて」の項目において点

数の小計が他の自治体に比べると突出している。

(1) 宇都宮市の事例

平成24年7月5日木曜日、宇都宮市内の自転車走

行空間の整備状況、利用状況の調査、宇都宮市役所

にて、総合政策部交通政策課交通計画グループの職

員 係長・石川和則氏、主事・平原健吉氏にお会い

してヒアリングを行った。

「自転車走行空間の整備に関するアンケー ト調査」

の 「国自転車走行空間の現状について」の項目から

わかるように、自転車レーンが最も整備されている

のは、宇都宮市の 6，290mである。この区間につい

ては図3-1に示すように、長距離にわたり整備され、

連続性も確保されている。

上記ヒアリングから以下の知見が得られた。

自転車レーンが整備されている一部の路線におい

ては、整備前は路側帯の幅員が狭く自転車レーンが

整備できない路線であったが、警察の協力を得て、車

道を狭め、路肩の幅員を広げることにより自転車レー

ンを整備することができた。また、栃木県は、県内

(1) 2012年7月5日 14時08分筆者撮影

の事故が多い区間において自転車レーンの整備を考

えていた。宇都宮市も市内には学校が多く、自転車

交通の整序化を図るため、自転車レーンの必要性を

感じていた。このように自転車レーンに対して共通

の認識を持っていたため、宇都宮市内には、市道だ

けでなく県道においても、自転車レーンが整備され

ている。

宇都宮の自転車走行環境の整備からわかるように、

自転車走行空間を整備するには、どこかひとつの機

関が意気込んでいるだけでは駄目であり、行政と警

察の双方が自転車交通に関して問題を認識し、自転

車と歩行者の分離の必要性を確認すること、また、双

方が、自転車の車道左側通行に対して理解を示すこ

とが必要で、あることが確認できる。宇都宮市では、行

政と警察の良好な関係が長距離にわたる自転車レー

ンの整備という形によって示されている。 しかし、 宇

都宮市では、自転車走行空間の利用状況に関しては、

遵守率や増減率について計測していないため、把握

できていない。視察当日 (2012年7月5日13時~

18時)は、自転車レーンは利用されておらず、歩道

を走行する自転車が目についた。 しかし、これも定

点観測を行ったわけでなく単なる印象であるため、常

時利用されていないとは言えない。ちなみに、整備

過程におけるワークショップの実施など、市民の主

体的な参加し、市民と共に考えるということは、ア

ンケート調査の結果から分かるように行われていな

し、。

(2) 2012年7月5日 17時07分筆者撮影

図 3-1 宇都宮市自転車レーン
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(2) 金沢市の事例

平成 24年 1月11日金曜日、金沢市内の自転車走

行指導者fの整備状況、利用状況の調査、金沢市役所

にて、都市政策局交通政策部歩ける環境推進課の職

員主査・中山哲也氏、環境市民グループ「地球の友・

金沢Jの職員 三国成子氏にお会い してヒ アリング
を行った。

まずは金沢市の取り組みについて整理する。ヒア

リングで伺ったのは、図3-2に示す中心市街地 (ま

ちなか)聞に存在する金沢市立中央小学校周辺地区

における自転車走行指導帯の整備についてである。

図3-2 金沢市立中央小学校周辺地区における自転車

走行指導帯整備区間[整備延長=2， 2km] 

※1 Yahoo!ロコ (http://maps.loco.yahoo.cojp/)より筆者作成

※2黒太線が整備区間にあたる

上記のお二人の話によれば、整備前は、金沢駅から

金沢市役所、香林坊方面へ向かう高校生の自転車通学

者が特に多く、中央小学校周辺地区の道路は、裏道、

抜け道として朝夕には多くの自転車が通行し、雑然と

していた。中央小学校へ通う小学生は横断歩道を渡る

のにも恐怖に晒されることがあり、また、住民からも

ゴミ出しを行うのにも恐いという声も挙がっていたと

言われている。金沢市内で自転車走行空間の整備が始

まる平成 19年以前から 「地球の友・金沢」は、高校

生1300名、市民200名を対象に、市内の道路で安全

な箇所、危険な箇所を調査し、地図上にまとめた「金

沢自転車マップ」 聞を作成しており、これをもとに、

行政との意見交換会において道路上の危険な環境の改

善を提案し、 実際に、多くの箇所において改善がなさ

れている。同地区の問題点は、その「金沢自転車マ ッ

プjにも把握されていた。このような背景から、金沢

市では行政.NPO・地域住民と の協働で自転車走行

指導帯の整備等を検討し、歩行者と自転車の安全確保

に向けて新しい試みを始めた。

安全確保の対策案を検討するにあたり、 2011年7

月ごろ地域住民を中心に構成された検討会を設置し

た。検討会は、地域住民に加え、学校関係者、国土

交通省、石川県警、同地区交通安全推進隊、自転車

通勤者、金沢市歩ける環境推進謀、地球の友 ・金沢

で構成されている。検討会の内容、 日程は表3-17

に示すように実施された。

「自転車走行空間の整備に関するアンケート調査」

に対し金沢市からは、自転車走行空間整備過程のみ

ワークショップを実施しているという 回答を得たが、

日程や内容についてみると、自転車走行空間整備後

においても効果の発表という内容ではあるが、ワー

表3-17 検討会の日程と検討内容

※「地球の友・金沢Jに対するヒアリング、 「地域住民 (1句会) と協働で行う正li伝車・歩行者交通安全のための社会実験J事業報告書から筆者作成

日程 検討肉容

-検討会の白指す目標の明確化
事業の背景についての説明(金沢市まちなか自転車利用環境向上計画、第9次交通

第1回 安全基本計画について)

2011年7月29日(金) -地域の問題や自転車通行量の確認

-事前に考えていた対策案の提示

-自転車交通に関してグル プ肉で意見交換(ワークショプ形式)

第2回 -自転車利用の必要性を再確認。
2011年8月26日(金) リ、ード面、ソフト面でどのような対策をとるのか具体的な案を検討(ワ クショッブ形式)

2011年10月12日(水) -自転車走行指導帯の供用開始

第3回
-ハード面では自転車走行空間の整備、ソフト面では街頭指導を行うことの最終確認

2011年10月14日(金)

第4回 -自転車走行指導帯の整備による住民の意識に関するアンケート結果の報告
2012年1月31日(火) 次年度も継続して街頭指導を行うことの確認
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クショップが実施している。

この検討会を経て、実際に行われた対策は、ハード

面では自転車走行指導帯の整備 (図3-3)、自転車追

い越し禁止の路面標示(図3-4)、二段階右折の滞留

スペースの確保(図 3-5) であり、ソフト面では検

討会メンバーを中心とした街頭指導の実施である。整

備後の街頭指導は、自転車の日を設け、定期的に行う

とともに、一部区間だけでなく地域全体で行われてい

る。また、自転車走行指導帯の整備後も「地球の友・

金沢jは、高校に出向き中央小学校周辺地区の道路を

利用している自転車通学者と意見交換を行っている。

意見交換により、高校生と共に「安全な自転車の走り

方jマニュアルを、警察の助言を得ながら作成し、そ

の後各高校や小学校に配布している。街頭指導だけで

はないという点でも、アフターケア、事後対策は万全

に行われていると言える。交通政策に関しても「自転

車走行空間の整備に関するア ンケー ト調査」で回答を

頂いた施策以外にも、この地区の通り抜けをする自動

車が多かったが、交通規制により同地区の住民以外の

自動車を迂回させるなど、自動車を減らす施策も実施

しており、交通政策との連携も図れていることが分

かった。また、このような交通政策を実施するには、

市民の理解が無ければ実現は難しいことがあらたあめ

て認識させられる。

(1)自転車走行指導帯の整備により、車 (2)自転車は、歩道ではなく 自転車走行
道左側通行を促している。 指導帯を走行している。

[2013年1月11日16J時22分筆者撮影] [2013年1月11日16J時49分 筆者撮影]

図3-3 金沢市自転車走行指導帯

(3) 自動車の自転車追い越し禁止を路面 (4)左写真の別角度から撮影

標示により促している。

[2013年 1月 11日131侍02分筆者撮影]

図3-4 金沢市自転車追い越し禁止路面標示
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(5)奥から来た自転車が手前のスペ スに

停車し、写真左方向面ヘ右折する。

[2013年l月11日13時02分筆者撮影]

(6)左写真の滞留スペ スの拡大。写真奥
の方面ヘ向けて走り出す。

[2013年l月11日13時03分 筆者tlit彩]

図3-5 金沢市自転車二段階右折の滞留スペース

自転車の道守率や増減率などの数値の面からの効

果は測定されていないが、この一連の取り組み関し

て、「地球の友 ・金沢」は市民の意識変化に関するア

ンケート調査を実施している。そのなかで、自転車

走行指導帯の設置後、歩行者、自転車利用者、自動

車のドライパーに対して、 「今回の交通安全対策 (自

転車走行指導帯設置や街頭指導など)は、歩行者、自

転車、クルマの皆が安全に安心して通行できる道路

空間の創出に効果がありますか。」と質問した項目で

は、 82%の者が効果的と回答している。 他にも「自

転車が交通ルールを守る意識が強くなった」、「自転

車の逆走の心配がな くなったj、「ク ルマのスピード

が落ちた」という意見も挙がっている 制。

筆者も ヒアリングの際、中央小学校周辺地区の自

転車の利用状況を撮影した映像を見せていただいた

が、街頭指導を実施していない普段の様子を撮影し

たものであっても、大半の自転車は車道の左側を通

行していた。実際に中央小学校周辺地区を歩いてみ

ても、多くの自転車は車道の左側を走行し、自転車

走行指導帯は有効に利用され、 「歩道は歩行者のもの」

である意識が浸透しているという 印象を受けた。

このように、金沢市では行政 .NPO・市民以外に

も地域が一体となり、協働によ る取り組みが行われ

ているが、ヒアリングにより協働による取り組みの

必要性、市民と共に取り組むことの意義があること

がオつかった。

まず、行政と NPOが協働によって取り組むことの

意義に関して、 「地球の友 ・金沢」 は、市民からの信

用を得るために行政の協力は必要であると言ってい

る。市内の自転車走行空間の整備事業に関わる以前

に、市民に対して危険な場所を調査してまとめる 「金

沢自転車マップ」 を作成する際、小学校に協力をお

願いするも不審な顔をされたそうだ。しかし、行政

(国)と協働で作成するようになってからは、協力も

得やすくなったと言う。NPOの活動が市民に広 く認

識されていない現代においては、とりわけ行政が行

う事業である という裏付けが必要なのかもしれない。

この度の事業では検討会を設置しているが、「地球の

友 ・金沢jは、行政の裏付けがあるから市民も積極

的に参加してくれたのではないかとも考えている。

ハード面に関しでも、自転車走行空間の整備が行え

るのは行政だけである。また、 「石川県警交通規制課

と協議して、自転車の二段階右折のための滞留部設

置や法定外マークの自動車のスピードダウンを促す

路面表示についても、金沢市歩ける環境推進課との

協働があることによって実現できた。」 と言う 21)。以

上のことから、「地球の友 ・金沢」にと って歩ける環

境推進課の協力は不可欠で、あったことが確認できる。

一方、歩ける環境推進謀は、 協働での取り 組みは

初めての試みであったため、市民と共に考えるとい

う経験や地域の課題について把握しているという知

識を以前から持っている、また、国や県の自転車走

行空間整備事業における全ての検討会に関わり運営 ・

進行面のノウハウを持っている、 地球の友 ・金沢の

協力が必要で、あった。検討ー会でも地球の友 ・金沢は、

豊富な経験から市民の意見をうまく 聞き入れ行政に

伝え、一方行政の難しい説明を市民に分かりやす く

翻訳するなど、行政と市民の橋渡し役になっている。
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ことから以上のことから歩ける環境推進課にとって、

地球の友・金沢の協力は不可欠であることが確認で

きるo

警察との関係についても、金沢市の場合、法定外

の路面標示について県警が積極的に了承していると

ころから、良好な関係が築けていることが伺えるo

このように、行政と NPOはお互いにできることは

限られているが、相互にできないことを補いながら

取り組まれており、ヴまく連携が図れている。

自転車走行指導帯の整備前の検討会や整備後の街

頭指導において、行政と市民が一緒に取り組むこと

の意義は次の2点があると言えよう。ひとつは、市

民参加により、多角的な視点から地域の問題を把握

し、地域の道路事情について最も詳しい市民の意見

を自転車走行空間に反映させることであるo もうひ

とつは市民の意識の変化である。すなわち、これま

での市民の行政に対するいわゆるお願い体質から脱

度し、地域の課題について自ら解決する意識を持っ

た市民が形成されていくことである。

実際に、検討会に参加して高校の先生が、他の地

区における検討会にも参加した事例、中央小学校周

辺地区におけるクルマの流入規制に反対運動をして

いた人が、この度の検討会に参加し、自転車交通の

整序化による歩行者や自転車の安全確保の取り組み

に理解を示す事例、同地区の住民が自転車交通に関

心を持ち、街頭指導に参加する事例など、まちづく

りに対して積極的な姿勢を持つという効果も見られ

たそうである。一連の事業に関わることで、地域住

民や参加した市民が効果を目の当たりにしたためで

はないかと考えられている。

このように、金沢市の事例では、市民が主体的に

参加し、地域全体が協働して取り組むことによって、

自転車走行空間の適正利用だけでなく、市民の意識

の変化など複数面において効果があることが主張さ

れている。

金沢市の事業は、「地域住民(町会)と協働で行う

自転車・歩行者交通安全のための社会実験J事業報
告書によれば、図3-6のような体系で推進されてき

たという却。そのような精神で検討会が構成された

とすれば特筆すべきことであるo しかし、他の自治

体における自転車政策は、図3-7のように行政、

NPO、一部の市民代表、交通関係の事業者などで連

携という形はとられているものの、相互の関係は並

列であり、行政主導で進められ、策定された計画に

対し、市民は受動的であるように思われる。単に連

携を図るだけでなく、金沢市のように市民、住民を

中心に据えるという体系を構築し、住民主導で進め、

NPO、行政、学校などがサポートするような体系を

構築することが、今後の自転車行政がより効果を生

む方法であるのではないかと考えるo

図3司6 金沢市の推進体系 6)

図3・7 従来のわが国の推進体系(筆者作成)

5 仮説の検証

最後に以上の比較検討と事例研究から仮説の検証

を行う。仮説として「自転車走行空間の整備前後に

おける市民の主体的な参加および他の交通政策との

連携を図ることが、市民の自転車走行空間の適正利

用につながり、また、自転車利用者の増加につなが

る。」と設定していた。

まず、仮説の「自転車走行空間の整前後における

市民の主体的な参加が、市民の自転車走行空間の適

正利用につながり、自転車利用者の増加につながる。J
という部分に着目する。アンケートの集計・分析か

ら11自治体のなかで、整備前後において市民が主体

的な参加しているのは、金沢市だけであったと言え

る。しかし、金沢市は遵守率や増減率、対自転車の

事故件数について計測していないため、他の自治体

と比較することができず、市民の主体的な参加とい

う面からは、仮説を検証することができなかった。

しかし、前橋市、姫路市、松山市の実施体制と遵

守率、増減率、対自転車事故件数の数値をみると、整

備過程における市民の意見を収集や整備後の事後対

策を行っていなくても、遵守率と増減率のどちらか

で効果が出ていることは確認できるo このため、金
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沢市のように市民が主体的に参加している場合には

もちろん、一定の効果は創出されると考えられる。

次に仮説の「他の交通政策との連携を図ることが、

市民の自転車定行空間の適正利用につながり、自転

車利用者の増加につながる。」という部分に着目する。

交通政策の実施と効果に着目した比較検討からは、交

通政策の実施と増減率には、正の相関関係があり、遵

守率には特に相関関係がないことが確認できた。こ

のことから仮説の他の交通政策との連携を図ること

が、市民の自転車走行空間の適正利用につながるこ

とは証明できなかったが、自転車利用者の増加につ

ながることは証明できたo 以上から、仮説の一部は

証明できたと言える。

第N章 自転車政策の課題と展望

1 自転車政策の課題

「自転車走行空間の整備に関するアンケート調査J
の集計、分析から見えてきたわが国の自転車政策に

関する課題を整理する。

(1 )市民の意見が反映されていない自転車走行空間

Iの自転車走行空間整備過程における市民との関

わりから課題を考察する。「自転車走行空間の整備に

関するアンケート調査jにて自転車走行空間整備過

程における市民の意見収集の手段に関して、ワーク

ショップ、アンケート、パブリックコメントの受付

を行っているのか質問したが、 3つの全ての手段を講

じている自治体は、ひとつもなかった。宇都宮市と

富山市以外は、 1手段のみ、もしくは、全く手段を講

じていない状況である。また、前橋市、豊橋市、姫

路市、松山市、大分市の5自治体は、ワークショップ、

アンケート、パブリックコメントの受付のどれも行っ

ていないロ自治体によっては、自転車走行空間の整

備計画を策定する際、検討会や協議会を設置し、そ

こに市民の代表者に委員として参加してもらい、市

民の声として意見をもらうという方法で市民の意見

を収集している。しかし、このような市民代表者の

場合、どれほど地域の道路事情や自転車交通につい

て具体的課題を把握しているかは疑問である。 11自

治体における市民の意見収集方法の現状を見るに、自

転車走行空間への市民の意見の反映はされていない

と思われる。

さらに個別に見てみると、自転車走行空間整備過

程におけるワークショップに関して、 11自治体のう

ち金沢市を除く 10自治体が、ワークショップを用い

て地域住民の生の声を聞くという手段を講じていな

い点も、今後見直すべき課題のひとつであると言え

るロ自転車走行空間を整備する際、整備を行う地域

の市民とともに行うワークショップは、やり方次第

では、非常に有効であると考える。地域の道路は、そ

の地域の住民が誰よりも良く知っている。また、地

域の道路に潜んでいる危険を誰よりも知っているの

も普段その道路を利用する住民であり、自転車通勤

者、自転車通学者である。地域の住民が把握してい

る問題点を改善するような整備を行うことが、市民

が実際に利用したいと思えるような自転車定行空間

の整備に繋がっていると考える。

アンケートに関しては、半数弱の5自治体が実施

しているが、アンケート調査を整備場所と整備形態

を検討するために実施したのは2自治体のみであっ

た。市民の意見を整備場所、整備形態に反映させて

こそ、市民が最も利用したい自転車走行空間である

と考えるo 対象に関しても、大半の自治体が市民と

自転車利用者を対象としているが、歩行者や事業者

などを対象としている自治体は少ない。自転車利用

者、歩行者、事業者、それぞれが感じている危険な点、

場所は異なるはずである。対象を明確にし、それぞ

れの立場からの意見を収集し、問題点を把握するべ

きである。これら 5自治体のアンケートの実施状況

から見ても、市民の意見が十分反映されていないこ

とが確認できたo

ところで、広い範囲から市民の意見を収集する場合、

ワークショップ、アンケート、パブリックコメントの

受付のそれぞれの手段で収集できる意見の種類が異

なってくるのではないかと思われる。ワークショップ

では、参加する市民の出席率および運営方法にもよる

が、その地域の人にしか分からない特有の細かい問題

や課題、要望を聞くことができるo アンケートでは、

ワークショップよりも広範囲の人を対象に調査し、市

民の問題認識や自転車利用の特徴などを把握すること

ができる。全市民から意見を聞くことができることを

原則とするパブリックコメントでは、行政が望むよう

な地域の課題を把握できるような声を聞くことができ

ないかもしれないが、検討会終了間際の意見収集であ

ること、コメントをする市民はかなり意識の高い人々、

ないしは関係者に限られること、などからきわめて限

界がある。計画段階から、市民の主体性を引き出すよ

うな仕組み、課題全を引き出すような方法で検討がな

されるべきであろう。

(2) 自転車走行空間整備後の不十分なアフターケア

Hの自転車走行空間整備後の市民との関わりから

課題を考察するo 1自転車走行空間整備過程の市民

との関わりから課題の考察においても述べた通り、地

域の住民とワークショップを行う意義は、行政でも

把握できないような地域における小さな課題や問題

点を住民から聞き出すことができる点であるo 自転

車走行空間が整備された地域において、それを最も

利用するのは住民である。整備後にワークショップ
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を行うことで、走行空間を頻繁に利用する住民を中

心に、利用した際の課題、問題点を聞き取り、次回

への改善点を検討すると伴に、整備された自転車走

行空間を適正に利用する意識の醸成が期待できると

考える。しかし、自転車走行空間整備後においてワー

クショップを行っている自治体は全くなかった。今

後のさらなる施策の展開のためにも、整備後のワー

クショップの開催も注力していく必要があるのでは

ないだろうか。

自転車走行空間整備後の街頭指導に関して見てみ

ると、豊橋市、姫路市、福山市は、計画の策定や走

行空間の整備が終わっていないため未回答であった

が、街頭指導を実施している自治体は、半数弱の5

自治体のみであった。街頭指導の参加者に占める行

政職員の割合をみてみると金沢市は7.9%であるのに

対し、宇都宮市は 50%、大分市は 100%と行政職員

の割合が多い。言い換えると、この2自治体におい

ては、街頭指導がトップダウン的に行われ、市民の

参加が少ないと言える。金沢市の事例においても、参

加した市民は、自転車の利用の仕方をはじめとして、

自転車が車道を走行する意義、自転車を使う意義を

学び、また自ら指導する立場にたつことで、自らが

自転車を利用する時のルール遊守意識が高まってお

り、街頭指導を市民と共に実施する意義は大変大き

いと思われる制。

街頭指導の実施回数に関しては、 5自治体のうち定

期的に街頭指導を行っているのは3自治体だけであっ

たロ社会実験の期間のみキャンペーン的に街頭指導

を行うだけでは、それ以降自転車利用者が決められ

た自転車走行領域を走るとは考えられない。現在で

も歩道を走行することが大半であるわが国において

は、定期的に街頭指導を行わなければ、市民の自転

車走行空間の適正利用には繋がらないと考える。こ

のように、自転車走行空間の整備後のアフターケア

や事後対策は万全ではなく、自治体は自転車走行空

間を整備しただけで満足し、後は市民の利用に任せ

ているようである。

(3) 進まない自転車走行環境整備とチェック体制

Eの自転車走行空間の現状から課題を考察する。自

転車走行空間の整備の現状について、各自治体の自

転車走行空間の種類別の整備距離の合計を算出して

見てみると、歩道内の分離が37，05伽1、自転車レー

ンが8，010m、自転車走行指導帯が5，34伽nと圧倒

的に歩道内の分離が多く、車道に整備する自転車レー

ンや自転車走行指導帯の整備はなかなか進んでいな

い。 11自治体と同等の都市規模あるアメリカのポー

トランド w(人口:582，130人、面積:376，5凶)では、

f4種類の自転車走行空間を駆使して 318マイル(約
512km)の自転車走行空間を有している。jと報告さ

れているお)(図4-1)。また、自転車先進国でもある

オランダの圏内に占める自転車走行空間の整備率を

比較すると表4-1の通りである。これらことから、

わが国における自転車定行空間の整備は極めて不十

分であり、草創期にあると言うべきであろう。一般

的に、自転車は、車道の左側を走行することが最も

事故に遭いにくいと報告されている酬が、行政や警

察が、自転車に車道を走行させることに抵抗があっ

たのではないかと思われる。

遵守率と増減率の計測については、 11自治体のう

ち7自治体が、自転車走行空間における自転車の走

行位置や整備前後の自転車の台数など、自転車走行

空間を整備したことによる効果を検証できるような

計測を行っていないことが確認できた。自治体によっ

ては、警察がl年毎にまとめる交通事故総計や5年

ごとに国勢調査により調査される交通分担率により

効果を計ることもことはできるが、これらの数値は

自治体全体での計測であるため自転車走行空間の整

備による効果と直結しているとは限らないと思われ

るo 自転車走行空間は5年ごとに整備されるわけで

はない。定期的に自転車走行空間において定点観測

などを行い、自転車利用者の動向や課題を把握し、次

の整備へ向けて改善を検討するべきであろう。

(4) 自転車政策と他の交通政策との連携不足

Wの他の交通政策の実施状況から課題を考察するo

Wで挙げた複数の交通政策のうち、比較的厳しく自

動車を制限する施策は、ロードプライシングや路上

駐車の厳罰化であると思う。しかし、これらの施策

を実施している自治体は全くなかった。ロードプラ

イシングは市民の合意を得るのに難しい点もあると

思われるが、路上駐車の厳罰化は比較的導入しやす

いのではないかと思われる。自転車利用者のなかに

は、自動車やトラックの路上駐車が原因で自転車レー

ンなどを利用しない者もいると考えられる。また、サ

イクルアンドパスライドを実施している自治体も 3

自治体しかない。自転車保有率の高いわが国におい

ては、パス停に駐輪場を設置し、自宅から近所のパ

ス停まで自転車利用を促し、そこから目的地へ向け

てパスを利用してもらうことは有効に働くと思われ

る。以上のことから考えるに、わが国において自動

車の利用を効果的に抑制する施策は実施されておら

ず、自転車政策と他の交通政策との連携はいまだに

うまく図られていないと言える。

総合的に見ると、わが国における自転車走行空間

の整備については、まだ大いに改善の余地があるこ

とが確認できた。



130 

…… m ・皿.制叫
一山繭降四脚-，

~- " .:，";'，~ .--… 加M吋幅..-ι……・3・
向山川…一 日間.剛健 <1叩… ι

図4-1 ポートラ ンド中心市街地の自転車走行空間整備状況(出典:r自転車 ・バイク ・自動車駐車場 パーキン
グプレイス 2012 6月号J)

表4-1 1 1自治体における自転車走行空間整備率とオランダの整備率との比較 (patmap都市情報ホ ムページ
より筆者作成)

※ 1 道路実延長 (2009)=市内の国道・県道・高速道の実延長+市町村道の実延長

※2 [自転車走行空間整備率] = [自転車走行空間総延長]/ [道路実延長]x 1 0 0 

※3 各種自転車走行空間の整備距維について、自治体によっては、国・県が整備したものを含む

※4 オランダの数値は、国土交通省道路局地方道・環境課交通安全係長淡中泰雄 121世紀の自転車利用環境の実現を目指して

一国土交通省における 自転車利用環境整備への取り組み J r建設マネジメン 卜技術2∞3年3月号jよりヲ|用

宇都宮市 前橋市 高崎市 富山市 金沢市 豊橋市 姫路市 福山市 高松市 松山市 大分市
オランザ
(1985) 

自転車走行空間整備率 0.229も 0.04Qも 0.42% 0.06% 0.22% 0.39% 0.05Qも O.11ctも 0.19同 0.12%  0.07軸 8.6% 

道路実延長(2009)
3.083km 4.200km 4.401km 3. 768km 2.353km 3.713km 2. 836km 4.037km 2.795km 2.083km 2. 690km 168. 605km 

自転車走行空間総延長
14. 500k同6. 890m 1. 540m 18.400m 2. 150m 5. 100m 14. 380m 1.500rn 4.020m 5. 400m 2. 400m 1. 820m 

自転車道
12. 200m 1.000m 

自転車レーン
6. 290m 600m 1. 120m 

歩道内の分離
600m 1.000m 6. 200m 2. 150m 700m 14. 380m 1.500m 4. 020m 3.400m 2. 400m 700m 

自転車走行指導帯
540m 3. 800m 1.000m 
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2 これからの自転車利用社会の展望

前節で挙げたわが国の課題について、今後全国の

自治体が改善をすすめることは不可能なことではで

はない。新たな視点を導入して市民との協働を実現

することができれば、大きなコストをかけずに自転

車走行環境を向上させ、自動車交通の抑制等を進め

ることにつながるであろう。

具体的に、宇都宮市、金沢市で改善点を考察する。

宇都宮市では、現在、モピリテイ・マネジメントによ

り、自転車レーンの沿道市民などに対してレターを送

り、自動車から自転車への利用転換を図り、自転車レー

ンの利用を促している。長距離にわたる自転車レーン

の整備により、広範囲で自転車走行環境が整っている

のであるから、この環境を活かし、ワークショップで

実際に、市民に自転車レーンを利用してもらい快適性、

安全性を実感してもらい、その後、問題点、改善点な

ど意見交換し、自転車交通に対して関心を持ってもら

うきっかけをつくることにより、多くの自転車利用者

が、当たり前のように自転車レーンを走行するように

なる可能性は高いのではないだろうか。

金沢市での事業では、市民の意識の変化を効果と

して示していたが、安全確保という観点から言えば、

遵守率など自に見える、市民にとって分かりやすい

数値を計測することにより、市民参加の意義を具体

的効果として証明することが求められる。

最後に、金沢市の事例から分かるように、市民の

主体的な参加、市民の理解は自転車政策において重

要な要素であり、市民の協力は、今後不可欠になる

と思われる。まちづくりに関しても、現代においては、

地域の課題が多様化し、財政が厳しく、市民、 NPO

の協力の必要性は高まっており、一層協働による取

り組みが進められるであろう。自転車政策において

は、市民が地域の道路事情や自転車交通に関して最

も良く知っているため、住民が中心に進められるこ

とが理想的であるが、どのようなまちづくりを行う

のかによって、行政、 NPO、市民がそれぞれで活躍

できる場面は異なってくると思われるo まちづくり

を進めるにあたり、だれが中心となるのか、誰がサ

ポートに回るのか、見極めなければならないと考える白

しかし自転車政策に限らず、まちづくり全般に

おいて、市民参加による取り組みを行うことで、市

民の意見が活発になりすぎるが故に、行政と市民、市

民同士の意見が衝突し、収拾がつかなくなることも

考えられる。そこで、金沢市でのヒアリングのなかで、

市民参加により意見の衝突など、収拾がつかなくな

るという不安はないのかという質問を行ってみた。こ

れに対して、中山哲也氏は「不安は無いことはない。

全員賛成というのは難しい。しかし、検討の場をもち、

行政と市民などで意見交換を行うことで思わぬ発見

が得られることも期待できる。Jと言われた。三国成

子氏は「意見の衝突により収拾がつかなくなること

を恐れて避けていてはいけない。むしろ、そこにミ

ソがある。一度、意見を衝突させることで、以後市

民も冷静に考えるようになるきっかけになり、また、

地域において何が問題になっているか把握すること

ができる。そのような場面を避けていると何も見え

てこない。Jと言われた。ヒアリングのなかで、この
ような両者の前向きな姿勢が特に印象に残った。本

研究において、金沢市を除く他の 10自治体は、市民

と共に考え、市民と共に啓発するということは行わ

れていなかった。これらの 10自治体が市民の主体的

な参加による取り組みを行ってきていない理由は分

かっていないが、収拾がつかなくなるという不安を

抱えるため行わないという可能性は想定される。そ

のような不安を持つ自治体は、全国の自治体も含め

ると数多く存在すると思われる。自転車政策だけで

なく、まちづくりを進めるうえでも言えることでは

あるが、まず第一歩として、市民を共に取り組むこ

との意義を認識しながら、このような不安を取り除

き、金沢市のように前向きに考えることから始める

必要があるのではないか。

わが国における自転車政策は、前記のように草創

期にあるため、これからの取り組み次第では、今後、

歩行者や自転車の安全確保や二酸化炭素の削減など

だけでなく、市民がまちづくりに積極的になるとい

う効果も期待できる世界に誇れるような自転車政策

を構築することができると考える。

第V章結論

1 本研究により明らかになったこと

本研究により、明らかになったことを整理する。

11自治体に対して実施した「自転車走行空間の整

備に関するアンケート調査」の集計・分析からは、(1)

自転車走行空間の整備前後において市民が主体的に

関わっているのは金沢市だけであり、大半の自治体

が市民と共に考えるということを行っていないこと、

(2)整備後、市民に適正利用を促すためのワークショッ

プを行っている自治体はなく、街頭指導も定期的に

実施している自治体は3自治体のみであり、アフター

ケア、事後対策が不十分であること、 (3)過渡期では

あるが、自転車走行空間の整備現状は不十分であり、

歩道内の分離による自転車走行空間の確保が中心で

あること、 (4)自転車走行空間を整備したことによる

効果や現状を把握するために計測をしている自治体

は4自治体のみであり、チェック体制が万全でない

こと、 (5)自転車走行空間の整備区域において、ロー

ドプライシングや路上駐車の厳罰化など自動車の利

用を比較的厳しく制限する施策を実施している自治

体はゼ口、自転車保有率の高い日本において有効で



132 

あると思われるサイクルアンドパスライドを実施し

ている自治体は3自治体のみであり、自転車政策と

他の交通政策との連携が不十分であること、以上5

つの事項が明らかになった。

自治体問の比較検討からは、(1)整備過程における

アンケート調査の実施や整備後の街頭指導の実施と

遵守率には正の相関関係があり、整備区域内におけ

る他の交通政策の実施と増減率には正の相関関係が

あること、 (2)自転車走行空間の整備前後においてワー

クショップ、アンケート、パブリックコメントの受付、

街頭指導等を実施していなくても、対自転車事故件

数の減少という点から自転車走行空間の整備自体に

それなりの効果はあることがみいだされた。

宇都宮市役所、金沢市役所でのヒアリングからは、

自転車走行環境の向上のためには、行政と警察の両

者が正しい理解のもと良好な関係が築くことに意義

があること、自転車走行空間の有効利用のためには、

市民を中心に、行政、 NPO、警察、学校など地域関

係者が連携することに意義があることが明らかに

なった。今後は、市民参加の意義として、費用対効

果の改善、細部の走行空開設計の改善による、事故

の未然防止など、より具体的な内容に踏み込んだ議

論がなされるべきであろう。

自転車政策において市民参加などの実施体制に着

目する研究は、これまで市民参加で取り組まれてい

る事例都市の当事者の報告が主であり、外部者が具

体的に自治体問で比較検討を行い、そこから市民参

加の有効性について考察する研究は少なかった。市

民との関係に着目した新たな試みである本研究によ

り、わが国における自転車政策の発展につながる提

言をすることができたと考える。

2 残された課題

本研究では、人口や面積が同規模の中核市の自治

体問で比較を行ったが、金沢市以外に市民の主体的

な参加による取り組みを行っている自治体はなかっ

たため、具体的にどのような実施体制が有効なのか

については、比較検討はできなかった。現在は、自

転車走行空間が整備されている範囲も限られている

ため、自転車走行空間の整備が都市に与える影響や

利用状況は、都市の大小に関係なく似ていると思わ

れる。そのため、中核市だけにこだわらず、市民参

加で取り組んでいる他の自治体を調査し、その自治

体も含めて比較することも必要である。

金沢市以外の市民参加で取り組んでいる自治体と

しては、埼玉県熊谷市、静岡県静岡市、滋賀県守山

市などが挙げられる。熊谷市では、地元の方に自転

車走行空間を走行してもらい、その後ワークショッ

プで改善点などについて意見交換を行っているo 静

岡市と守山市では、整備計画の策定過程において市

民の意見を収集するためにワークショップやアン

ケート調査を実施しており、また静岡市では、市民

が危険と感じた箇所をまとめたヒヤリハットマップ

の作成も行っているo

これらの自治体も含めて「自転車走行空間の整備

に関するアンケート調査jを実施し、比較することで、

比較検討した段階で、市民が主体的に参加すること

の有効性を示すことができた可能性はあったと考え

られ、これにより、設定した仮説のより立ち入った

検証も行えたと思われる。また、これらの自治体と

金沢市を比較することで、具体的にどのような手段

で、どのような実施体制で事業を進めるべきか考察

することができたであろう。

謝辞

本研究を進めるにあたり、最後まで親身に、かっ

熱心に指導して下さった堀尾正靭教授に感謝致しま

す。また、宇都宮市へのフィールドワークの際、補

助金を提供して下さった龍谷大学、ヒアリングに協

力して下さった宇都宮市役所交通政策課係長石川和

則氏、主事平原健吉氏、金沢市役所歩ける環境推進

課主査中山哲也氏、「地球の友・金沢J三国成子氏、
アンケート調査や対自転車事故件数の提示に協力し

て下さった、宇都宮市役所交通政策課、前橋市役所

道路建設課、高崎市役所土木課、富山市役所生活交

通安全課、金沢市役所歩ける環境推進謀、豊橋市役

所都市交通謀、姫路市役所道路建設謀、福山市役所

道路整備課、高松市役所交通政策課、松山市役所総

合交通課、大分市都市交通対策課、本研究に関わっ

たすべての方々に感謝の意を表します。

引用文献

1 )古倉宗治『成功する自転車のまちづくり政策と計画の

ポイント』学芸出版社 [2010]

2)元田良孝・宇佐美誠史『わが国における自転車道整備

に関する歴史的考察』土木計画学研究・講演集 (CD-
ROM) [2∞8] ROMBUNNO.89 
3)警察庁『平成23年末自転車関連事故状況まとめJ[2011] 
4)国土交通省、安全で快適な自転車利用環境の創出に向
けた検討委員会『みんなにやさしい自転車環境一安全

で快適な自転車利用環境の創出に向けた提言ーJ[2012] 
5)小林奉文『自転車施策の課題』レファレンス平成 16年

7月号 [2∞4]pp，5・35
6)宇都宮市『宇都宮市自転車のまち推進計画J[2010] 
7)富山市『富山市自転車環境利用整備計画J[2011] 
8)金沢市 f金沢市まちなか自転車利用環境整備計画j
[2011] 

9)古倉宗治『成功する自転車のまちづくり政策と計画の
ポイント』学芸出版社 [2010]

10)グーサイクルホームページ (http://www.goocycle.jp/)

[閲覧日:却12年6月21日]

11)三国千秋『金沢市中央小学校地区における自転車・歩



わが国における自転車政策の成果と課題 133 

行者交通安全対策事業~生活道路での自転車・歩行者

の安全確保~J 道路 (849 号平成 23 年 12 月号) [2011] 

pp，52-53 

12)元田良孝・宇佐美誠史 fわが国における自転車道整備

に関する歴史的考察J土木計画i学研究・講演集(CD-
ROM) [2008] ROMBUNNO.89 

13)屋井鉄雄『自転車走行空間の現状と今後の展開jアー

パンアドバンス No，49[2∞9] pp，17・23
14)北村隆一『ポスト・モータリゼーション 21世紀の都

市と交通戦略』学芸出版社 [2001J

15)山中英生、小谷通泰、新田保次 r<改訂版〉まちづくり
のための交通戦略 パッケージ・アプローチのすすめj

学芸出版社 [201OJ
16)山崎基浩、伊夏原浩二『地域公共交通確保の検討プロ

セスにおける地方自治体および地域住民の役割j運輸

と経済vo1.69No.12 [2∞9J pp，59・66
17) patmap都市情報ホームページ (http://patmap.jp/

CITY/) [閲覧日 2012年11月4日]

18)金沢市「金沢市まちなか自転車利用環境向上計画j

[2011] 

19) 2002年からは、国土交通省金沢河川国道事務所と協働

し、毎年地域ごとの自転車マップを作成してきた。 2002

年には「金沢森本マップJ、2∞3年には「金沢なるわマッ
プ」、 2∞4年には「金沢減下町マップ」がそれぞれの地
区において作成されている。マップの作成には、小学

生や中学生、 PTA，育成会など多くの市民が協力してい

る。「金沢城下町マップjの場合は、延べ人数で800名

もの小・中学生が調査に参加したと言われている。環

境市民グループ「地球の友・金沢Jホームページ。[閲
覧日 2012年12月1日]

20)地球の友・金沢「金沢市中央小学校地区交通安全対策

アンケート結果報告 [2012Jp，6 

21)三国千秋「地域住民(町会)と協働で行う自転車・歩

行者交通安全のための杜会実験J事業報告書 [2011Jp，lO 

11，5・7

22)三国千秋「地域住民(町会)と協働で行う自転車・歩
行者交通安全のための社会実験」事業報告書 [2011Jp，10 

の図

23)三国千秋『金沢市中央小学校地区における自転車・歩

行者交通安全対策事業~生活道路での自転車・歩行者

の安全確保~J 道路 (849 号平成 23 年 12 月号) [2011J 

pp，52・53

24) Wikipediaポートランド(オレゴン州) (http:// 

ja.wikipedia.org/wiki/)参照[閲覧日 :2013年1月18日]

25)古倉宗治『自転車・バイク・自動車駐車場 パーキン

グプレイス 2012 6月号J[2012J pp，54・57

26)古倉宗治『成功する自転車のまちづくり政策と計画の

ポイントj学芸出版社 [2010J

参考文献

・衰原敬編著、西村幸夫、佐藤滋、大方潤一郎、中井検裕、

中村文彦、広井良典、小川富由、若林祥文、木下虞男『都

市計画 根底からの見直し新たな挑戦』学芸出版社

[2011J 

-石田久雄、古倉宗治、小林成基『自転車市民権宣言一「都

市交通」の新たなステージへ』リサイクル文化社 [2∞5J
・植田和弘、大西隆、神野直彦、苅谷津剛彦、大沢真理

編著 f持続可能な地域社会のデザイン 生存とアメニ
ティの公共空間』有斐閣 [2004J

・エルフアデイング・ズザンネ、浅野光行、卯月盛夫『シェ

アする道路』技報堂 [2012]

・太田和博「地域交通政策の意思決定における住民参両の

意義と課題Jr運輸と経済 vol，69 No，12.] [2∞9] 
pp，13・19

・大西隆、福島茂、西浦定継、大方潤一郎、高見沢実、城

所哲夫、滝沢智『都市を構想する』鹿島出版会 [2∞4]
・大西隆『逆都市化時代 人口減少期のまちづくりJ学芸
出版社 [2∞4]
・金沢市都市政策局交通政策部歩ける環境推進課「金沢市

における自転車利用環境向上の取組~安全で快適な自

転車利用環境の創出に向けた提言-Jr道路 (856号平
成24年7月号)J[2012] pp，l8-21 

・上岡直見『市民のための道路学』緑風出版 [2∞4]
-古倉宗治『自転車利用促進のためのソフト施策ー欧米先

進諸国に学ぶ環境・健康の街づくり』ぎょうせい [2006]

・佐藤清「自転車専用道の整備を~対人事故の防止と安全定

行~J r道路建設 4月号J[2∞4] pp，12-14 
-杉山雅洋、|詞久荘太郎、浅野光行、苦瀬博仁『明日の都

市交通政策[改訂版H成文堂 [2008J
・高田邦道「白転車利用促進に必要な自転車走行空間Jr道
路No，712 3月号J[2∞9] pp，9・11
-高見沢実編著、小泉秀樹、浅見泰司、野村知子、木下勇、

中村文彦、秋田典子、吉村輝彦、早出宰、谷下雅義『都

市計画の理論系譜と課題』学芸出版社 [2∞6J
・戸崎肇『交通論入門ー交通権保障と新しい交通政策のあ

り方』昭和堂 [2∞5]
・豊田清「ひとが見える、自転車が見える、新しいクルマが

見える一都市再生の視点に「まちのモピリティ評価軸」

を-Jr新都市第62巻第3号J[2∞8] pp，38-44 
・中村英夫、岡野行秀、森閃朗、成田頼明、片山善博、大

西隆、白石真澄 rr交通」は地方再生をもたらすかj技
報堂出版社 [2∞5]
・西村弘『脱クルマ社会の交通政策ー移動の自由から交通

の自由へ-.]ミネルヴァ書房 [2007J

-藤井聡「生活行動シミュレータによる交通需要予測の有

効性と限界Jr土木計画学研究・講演集 25号.1[2∞2] 
・藤井聡、谷口綾子『モピリティーマネジメント入門 「人

と社会」を中心に据えた新しい交通戦略j学芸出版社

[2008J 

・宮本憲一『くるま社会j旬報社 [2003J

・森口将之『パ')流環境社会への挑戦.モピリティ・ライフ

スタイル・まちづくり』鹿島出版会 [2∞9]
・森栗茂一「交通計画における住民協働の有効性と展開手法

ーモード技術主義からプロセス重視のまちづくりへー」

『運輸と経済(第69巻第 12号)J[2∞9] pp，67・73
・屋井鉄雄「交通需要予測批判・その解消のために今なすこ

と-Jr運輸政策研究 vol，6No，3 AutumnJ [2003J 
pp，54・59

・山中英生「四国における自転車の利用促進とその課題Jr運
輸と経済vol，69No刀 [2009Jpp，25・32

・持正浩、高山純一、吉田英治、片岸将広「金沢中心市街

地における自転車の走行実態に関する一考察Jr土木計
画学研究・論文集vol，27No，4j pp，751・756

・リデザイン研究会『現代都市のリデザインこれからのま

ちづくりの心得j東洋書庖 [2008J


